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Ⅰ 計画の大綱 

 

１ 森林計画区の概況 

 

１）地域の概要 

（１）北伊勢森林計画区の概要 

北伊勢森林計画区は全国森林計画の宮川広域流域に属し、本県の北部から中央

部に位置しており、その区域面積は 1,819.8km2と、県土面積の 31.5％を占めて

います。 

北伊勢森林計画区を構成する市町村は 6市 5町で、自然条件、社会的経済的条

件等から下表のとおり大きく 3つの地域に分けることができます。 

 

表１ 各地域と市町一覧 

地域 構成市町 

北部地域（員弁川・三滝川流域） 
四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、 

東員町、菰野町、朝日町、川越町 

中部地域（鈴鹿川流域） 鈴鹿市、亀山市 

南部地域（雲出川・安濃川流域） 津市 

 

北は、養老山地および揖斐川によって岐阜県と接し、また木曽川、鍋田川によ

って、愛知県と接しています。西は鈴鹿山脈、布引山地が連なり、滋賀県や伊賀

森林計画区（伊賀市、名張市）および奈良県に接し、南は高見山地を隔てて南伊

勢森林計画区（松阪市など 4市 7町）と接し、東は伊勢湾に面しています。 

また、県庁所在地である津市をはじめとする都市部と、鈴鹿山脈や伊勢湾など

の自然とが共生する地域として位置づけられます。 

南部地域は、本計画区有数の林業地域である美杉地域が含まれ、木材産業集積

地である松阪市には木質バイオマス発電所、多気町には大型の合板工場が整備さ

れています。また、大規模マーケットである大阪、名古屋から直線距離で 100km

前後の位置にあります。 
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図１ 各地域の位置 
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図２ 北伊勢森林計画区の位置 
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（２）地形 

地形は、北には岐阜県との境でもある多度山（403ｍ）や養老山が連なる養老

山地があり、西には御在所岳（1,212ｍ）を主峰とする藤原岳や那須ヶ原山、尼

ヶ岳など大小の山岳が連なる鈴鹿山脈、布引山地が海岸線に平行して背骨状に形

成されています。この山岳地帯に源を発する多数の河川が、ほぼ平行して東へ流

れて伊勢湾に注ぎ、海岸に沿って伊勢平野が広がっています。 

主な河川は北から、員弁川、朝明川、海蔵川、三滝川、鈴鹿川、安濃川、雲出

川などで、最も長い員弁川、雲出川でも山頂から30～40km程度で伊勢湾に到達し

ます。 

 

（３）地質・土壌 

地質は、北部に幅広く秩父古生層が分布し、西部山岳地帯には中生層が、中央

部に展開する丘陵地帯には、新第三紀層ないし第四紀層が分布しています。 

基岩は、北部は砂岩、西部山岳地帯は花崗岩が主で、その風化土壌は礫質壌土

または植壌土であり、特に雲出川上流域には褐色森林土壌が発達し、スギ・ヒノ

キの適地となっています。 

中央部の丘陵地帯は第四紀層に移行するあたりから、比較的淡色の残積性土壌

となって地力が低下し、主にアカマツ林・広葉樹林が形成されています。 
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図３ 三重県の地形 



 

- 6 - 

（４）気象 

全般的に温暖多雨のおだやかな気候といえますが、伊勢湾に臨む東部の平野部

と鈴鹿山脈などの西部の山地部で異なります｡ 

平野部においては、南北に長く広い平野であることから地域差もありますが、

年平均気温は北部地域の桑名（桑名市江場）で15.8℃、四日市（四日市市日永）

で14.8℃、中部地域の亀山（亀山市椿世町）で14.7℃、南部地域の津（津市島崎

町）で15.9℃、年平均降水量は桑名で1,574.9mm、四日市で1,724.4mm、亀山で

1,831.3mm、津で1,581.4mmと比較的温和な気候です。 

冬季は、鈴鹿山脈などに降雪をもたらした北西の季節風が、乾燥した「空っ風」

となって連日平野部を吹き渡り伊勢湾へと吹きぬけていきます。この北西の季節

風は「鈴鹿おろし」と呼ばれています。 

山地部においては、年降水量が 1,800mm 以上のところが広がり、岐阜・滋賀両

県に県境を接する北部山麓では 1ｍを超える大雪もあり、山地を除けば県下で最

も雪の降る地域でもあります。（数字は 1981（昭和 56）年～2010（平成 22）年

の 30 年間のアメダス平均値） 

 

提供：津地方気象台 

図４ 三重県の年平均気温と年降水量 
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（５）交通 

交通網についてみると、鉄道は、JR 関西本線、紀勢本線、名松線、近畿日本

鉄道、三岐鉄道、養老鉄道、伊勢鉄道および四日市あすなろう鉄道があります。 

JR 関西本線は名古屋市を起点として四日市市、亀山市を経て大阪市に至りま

す。また、JR 紀勢本線は亀山市を起点として、津市を経て和歌山市または JR 参

宮線に至ります。JR 名松線については松阪市内の JR 紀勢本線から分岐して津市

美杉町（旧美杉村）に至ります。 

近畿日本鉄道名古屋線は名古屋を起点として伊勢湾岸を南下し伊勢市に至り、

同大阪線が松阪市内で分岐して青山高原を東西に貫通し、大阪市に至ります。 

また、湯の山線が四日市市を起点として菰野町に至り、鈴鹿線が名古屋線から

分岐し鈴鹿市内を東西に走っています。 

三岐鉄道は、桑名市から員弁川沿いにいなべ市北勢町に至る北勢線があり、ま

た、四日市市からいなべ市藤原町に至る三岐線があります｡ 

養老鉄道は、揖斐川沿いに桑名市から岐阜県揖斐川町に至ります。 

伊勢鉄道は、四日市市と津市を結んでいます。 

四日市あすなろう鉄道の内部線や八王子線は、四日市市街地と西日野・内部方

面をつないでいます。 

主要道路としては、東名阪自動車道、伊勢湾岸自動車道、新名神高速道路、伊

勢自動車道、名阪国道をはじめ、国道 1 号、23 号、25 号、163 号、165 号、258

号、306 号、365 号等があり、幹線道路として地域の交通網を形成しており、産

業、経済活動の基盤となっています。 

航路としては、津港と中部国際空港を結ぶ海上アクセス航路があり、この地域

における国際化を支える基盤となっています。 
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図５ 三重県内の主要交通路線 
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（６）人口 

平成 27 年度の国勢調査によると、北伊勢森林計画区の人口は 1,120,915 人で

県総人口(1,815,865 人)の 61.7％を占めており、県下でも人口の集中している計

画区です。 

また、人口の増減について、平成 22 年から平成 27 年にかけては、三重県全体

で 2.1％の減少となっている中、北伊勢森林計画区全体では、0.4％と県全体を

下回るペースであるものの、減少傾向となっています。 

 

図６ 三重県及び各森林計画区の人口の推移 

（出典：国勢調査） 
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（７）産業 

平成 29 年度の北伊勢森林計画区の総生産額は、5,773,064 百万円で県内の生

産額の約 7割近くを占めており、特に四日市市、津市が顕著です。産業別にその

内訳を見ると、第 1次産業が 0.6％、第 2次産業が 46.4％、第 3次産業が 52.9％

と、第 3次産業の割合が高くなっています。しかし、他と比べると第 1次産業の

占める割合が低く、第 2次産業の占める割合が比較的高いことがわかります。 

 

表２ 三重県及び各地域の生産額 

総額 第１次産業 第２次産業 第３次産業

8,227,235 90,317 3,555,649 4,606,197

1.1％ 43.1％ 55.8％ 

5,773,064 36,006 2,688,691 3,065,857

(70.2%) 0.6％ 46.4％ 52.9％ 

1,490,858 37,329 429,803 1,028,245

(18.1%) 2.5％ 28.7％ 68.8％ 

762,729 5,958 398,318 360,764

(9.3%) 0.8％ 52.1％ 47.2％ 

200,584 11,024 38,837 151,331

(2.4%) 5.5％ 19.3％ 75.2％ 

資
料
出
所

（上段：生産額（百万円）／下段：総額に占める割合（％）地    域

三重県

北伊勢森林計画区

平成29年度　市町内総生産額

南伊勢森林計画区

伊賀森林計画区

尾鷲熊野森林計画区

                   通信業、サービス業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者                         

県統計課｢平成29年度 三重県の市町民経済計算｣

注）市町内総生産額（総額）は、各産業の合計額から輸入品に課される税・関税等を控除した額。

　総額＝ 第一次産業＋ 第二次産業＋ 第三次産業－輸入品に課される税・関税等

　第一次産業 ・・・農業、林業、水産業


  第二次産業 ・・・鉱業、製造業、建設業

  第三次産業 ・・・電気・ガス・水道業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、運輸業、情報
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（８）林業就業者 

北伊勢森林計画区では、1980 年（昭和 55 年）に 729 人いた林業就業者数は、

2005 年（平成 17 年）には 3 割以下の 214 人まで減少し、2010 年（平成 22 年）

では増加に転じたものの、2015 年（平成 27 年）では再び減少傾向となり、225

人となっています。 

なお、この状況は、三重県全体の林業就業者数の推移を見ても同じ傾向を示し

ています。 

 

図７ 三重県及び各森林計画区の林業就業者数の推移 

（出典：国勢調査）  
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一方、林業就業者の年齢構成については、北伊勢森林計画区では、2005 年（平

成 17 年）と 2015 年（平成 27 年）を比べると、60 才以上の割合が、43.5%から

29.3%に減少し、50 才未満の割合が 33.1%から 53.8%に増加しており、若返りの

方向に推移しています。 

これは、三重県全体の林業就業者の年齢構成の変化を見ても、同じ傾向を示し

ています。 

 

 

図８ 林業就業者の年齢構成割合 

（出典：国勢調査） 
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（９）森林組合 

北伊勢森林計画区内には、3 つの森林組合があり、各森林組合の管轄区域は、

下図のとおりです。 

なお、各森林組合の概要については（附）参考資料、3林業の動向（表）に記

載しています。 

 

 

 

 

図９ 各森林組合の管轄市町 

 

石榑森林組合

鈴鹿森林組合

中勢森林組合

（旧大安町）



 

- 14 - 

２）森林・林業の概要 

（１）森林率 

本計画区の森林面積は、81,232ha、森林率は 44.6％であり、三重県全体の森

林率（64.4％）よりも低くなっています。 

 

図 10 森林の割合（森林率） 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

（２）国有林・民有林割合 

本計画区の森林面積のうち国有林が占める面積は 2,812ha で全体の 3.5％、民

有林は 78,420ha で 96.5％を占めており、三重県全体と比べると民有林の占める

割合が高くなっています。 

 

図 11 国有林・民有林の割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 
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（３）人工林率 

民有林の人工林面積は 52,116ha で、人工林率は 66.5％です。これは三重県全

体の人工林率を上回っています。また、その他としては竹林の割合（1.4％）が

三重県全体(0.6％)に比べると高くなっています。 

 

図 12 人工林・天然林等の面積割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

（４）民有林の蓄積 

民有林の蓄積は、人工林が1,509万m3で87.7％、天然林が212万m3で12.3％を占

めており、三重県全体に比べて人工林の割合が高くなっています。 

 

図 13 人工林・天然林等の蓄積割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 
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（５）樹種別面積割合（人工林） 

民有林の人工林における樹種別構成を面積でみると、スギが 26,045ha で

50.0％、ヒノキが17,536haで33.6％、その他針葉樹（マツ等）が8,246haで15.8％、

広葉樹が 289ha で 0.6％を占めており、三重県全体と比べるとヒノキの割合が少

なく、スギ及びその他針葉樹の占める割合が高くなっています。 

 

図 14 人工林における樹種別面積割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 
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（６）齢級別面積（人工林） 

民有人工林の齢級別面積は、15齢級以上（75年生以上）が最も多くなっており、

11齢級以上（55年生以上）の人工林面積が86.0％を占めており、高齢林化が進ん

でいます。三重県全体と比べてもピークは同じであるものの、11齢級以上の人工

林面積が三重県全体では75.0％であることから、齢級構成が高い計画区であるこ

とが伺えます。 

 

 

図 15 民有林の人工林における齢級別面積割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 
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（７）森林の所有規模 

所有規模別林家数は、1ha未満が73.0％、1～5haが21.2％で、あわせて94.2％

を占めており、三重県全体に比べて小規模所有の林家の割合が高くなっていま

す。 

なお、所有規模別面積割合を見てみると、三重県全体と比べて所有規模の小さ

な森林の面積割合が高いことがうかがえます。 

 

 

図 16 森林の所有規模別林家数割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

図 17 森林の所有規模別面積割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 
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（８）在村者および不在村者面積 

在村者および不在村者別の民有林面積は、在村者面積が 79.27％、不在村者面

積のうち県内不在村者面積は 7.67％、県外不在村者面積が 13.06％となっており、

三重県全体と比べると在村者の割合が高くなっています。 

 

図 18 森林所有者の在村・不在村別割合 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

（９）保安林面積 

民有林の保安林面積は 24,830ha で、民有林面積の 31.7％を占めており、三重

県全体に比べると保安林率が若干低くなっています。 

 

図 19 民有林における保安林面積割合 

（出典：治山林道課資料） 
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（10）各地域の森林・林業の概要 

ア 北部地域（員弁川、三滝川流域） 

県西北端の三国岳（標高 815ｍ）に源を発する員弁川と、鈴鹿山系の釈迦岳

（標高 1,092ｍ）付近に水源をもつ三滝川の下流域に位置する桑名市、四日市

市では、名古屋圏に近いこともあり、都市近郊林としての性格も併せもってい

ます。 

また、都市化により、住宅団地、研究学園都市あるいはゴルフ場などに転用

された森林も多く、森林率は約 34％と最も低い地域です。地味も劣ることもあ

って人工林率は 40％と低く、天然広葉樹林が多く残されています。人工林につ

いては、スギ・ヒノキの割合はほぼ同じですが、その他針葉樹（マツ等）の割

合が際だって多くなっています。 

所有形態は、共有林が多く、分割されて個人所有となった森林は総じて零細

規模です。 

加えて、他産業への就業機会に恵まれているため、林地は林業経営目的では

なく、資産として保有している林家が大部分であり、林業生産活動は低調です。 

地質は基岩が砂岩であるため、浸蝕を受けやすく、中下流域が都市化されて

いることもあって、木材生産よりも環境保全や災害防止面に強い期待が寄せら

れています。 

 

イ 中部地域（鈴鹿川流域） 

鈴鹿山脈の高畑山（標高 773ｍ）にその源を発する鈴鹿川の流域は、人工林

率が 64％と高く、優良な森林資源が成熟しつつあります。上流域には亀山市関

町を中心とする林業地があり、林業産地としての規模は小さいものの、民間の

事業体や森林組合による素材生産や森林総合利用などの経済事業も活発であり、

原木市場、製材工場もあって林業産地を形成しています。 

近畿圏と中京圏を結ぶ交通の要所に位置することから、今後は、地理的な強

みを生かし、木材の集散地として流通加工分野の発展が期待されます。 

 

ウ 南部地域（雲出川、安濃川流域） 

本計画区の西南端の三峰山（標高 1,236ｍ）に源を発する雲出川、その上流

域に位置する津市美杉町（旧美杉村）は、スギを主体とする人工林の占める割

合が高く、南部地域全体の人工林率も 82％とスギの割合が圧倒的に多く、県内

でも有数の林業地の１つとなっています。 

南部地域全体を事業区域とする森林組合は、素材生産販売、小径木製材加工

を柱に経済事業を活発に行い、若年労働力の確保に努めています。本計画区の

中では最も林業生産活動の活発なところであり、素材生産から流通加工に至る

木材の供給体制の整備を行い地域材の産地化を確立する必要があります。 
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２ 前計画の実行結果の概要及びその評価 

 

本事項における各表は、前計画の前期５ヵ年分（H28～R２）に対応する計画量

及び実行量（ただし、R２は見込み量）を記載したものです。 

 

１）伐採立木材積 

 ア 計画と実行状況 

表３ 計画と実行状況（伐採立木材積） 

単位 材積：1,000㎥ 実行歩合：％ 

区分 

伐採立木材積 

計画 実行 実行歩合 

主伐 間伐 総数 主伐 間伐 総数 主伐 間伐 総数 

総数 133  387  520  63  289  352  47.4 74.7 67.7 

針葉樹 109  386  495  57  287  344  52.3 74.4 69.5 

広葉樹 24  1  25  6  2  8  25.0 200.0 32.0 

注 四捨五入の関係で総数が合わない場合があります      （出典：森林・林業経営課資料） 

 

 イ 計画と実行結果についての検討 

木材価格の低迷や需要の落ち込み等による林業活動の停滞により、施業の実行

面積が減少しており、計画量を下回る結果となりました。 

 

２）人工造林・天然更新別面積 

 ア 計画と実行状況 

表４ 計画と実行状況（人工造林・天然更新別面積） 

単位 面積：ha 実行歩合：％ 

総数 人工造林 天然更新 

計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 

768 193 25.2 571 91 15.9 197 103 52.0 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

 イ 計画と実行結果についての検討 

天然更新の実行面積が増加しているものの、木材価格の低迷や需要の落ち込み

等による林業活動の停滞により、造林の実行面積が減少しており、計画量を下回

る結果となりました。 

 

 

 



 

- 22 - 

３）間伐面積 

 ア 計画と実行状況 

表５ 計画と実行状況（間伐面積） 

                                    単位 面積：ha 実行歩合：％ 

計画 実行 実行歩合 

8,585 4,038 47.0 

（出典：森林・林業経営課資料） 

 

 イ 計画と実行結果についての検討 

木材価格の低迷や需要の落ち込み等による林業活動の停滞によって、施業の実

行面積が減少しており、計画量を下回る結果となりました。 

 

４）林道の開設又は拡張の数量 

 ア 計画と実行状況 

表６ 計画と実行状況（林道の開設又は拡張の数量） 

単位 延長：km 箇所数：箇所 実行歩合：％ 

区分 
開設延長 拡張箇所数 

計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 

基幹路網 16.2 1.0  6.2 21 9 42.9 

 うち林業専用道 0 0  0.0 0 0  0.0 

（出典：治山林道課資料） 

 

 イ 計画と実行結果についての検討 

１ｍあたりの開設・拡張単価の高騰等により、単年度に実施する延長や箇所数

が減少したことで、計画量を下回る結果となりました。 

 

５）保安施設の数量 

（１）保安林の指定又は解除の面積 

ア 計画と実行状況 

表７ 計画と実行状況（保安林の指定又は解除の面積） 

単位 面積：ha 実行歩合：％ 

種類 
指定 解除 

計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 

水源の涵養 10,678 10,606 99.3 0.1 2.7 2700 

災害の防備 13,209 13,637 103.2 0 5.5 － 

保健・風致の 
保存 5,325 5,325 100.0 0 0 － 

注）保安林の指定面積は累計                   （出典：治山林道課資料） 
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イ 計画と実行結果についての検討 

保安林の指定に関しては、概ね計画どおり指定されました。 

 

（２）保安施設地区の指定 

 

該当なし 

 

 

６）治山事業の実施 

 ア 計画と実行状況 

表８ 計画と実行状況（治山事業の施行地区数） 

単位 地区数：箇所 実行歩合：％ 

治山事業施行地区数 

計画 実行 実行歩合 

35 24 68.6 

（出典：治山林道課資料） 

 

 イ 計画と実行結果についての検討 

治山事業については、過去の事業実績から想定して計画量を設定しましたが、

前計画の期間内における被災箇所が少なかったことや国土強靭化対策等により

複数箇所を一括して実行したことで、実行箇所が減少し、計画量を下回る結果と

なりました。 

 

 

７）要整備森林の施業の区分別面積 

 

該当なし 

  



 

- 24 - 

３ 計画樹立に当たっての基本的な考え方 

 

１）地域森林計画の位置づけ 

地域森林計画とは、全国に 158 ヶ所定められた森林計画区の民有林について、

都道府県知事が 10 年間を一期として樹立する計画のことで、都道府県の森林関

連施策の方向や地域的な特性に応じて、各地域の森林が目指す姿や、そのために

必要な保全、整備の指針及び数量等を全国森林計画に即して定めるとともに、市

町村がたてる市町村森林整備計画の指針となるものです。 

 

図 20 森林計画制度の体系 

森林・林業基本計画(20年) 
・長期的かつ総合的な政策の方向・目標 
・森林及び林業に関する施策の考え方 

森林整備保全事業計画 

森林整備事業と治山事業に関する 

５箇年の事業計画 

全国森林計画(15年) 

・国の森林関連政策の方向 

・地域森林計画等の指針 

地域森林計画(10 年) 

・都道府県の森林関連施策の方向 

・伐採、造林、林道、保安林の整備の目標等 

・市町村森林整備計画の指針 

・「鳥獣害防止森林区域の基準その他の鳥獣

害の防止に関する事項」（H29.4.1～） 

政府 

農林水産大臣 

(民有林) 

都道府県知事   （森林法第５条） 

地域別の森林計画(10年) 

・国有林の森林整備及び保全の方向 

・伐採、造林、林道、保安林の整備の目標等 

(国有林) 

（森林法第７条の２）  森林管理局長 

樹立時に調整 

市町村森林整備計画(10 年) 

・市町村が講ずる森林関連施策の方向 

・森林所有者等が行う伐採、造林、森林の保

護等の規範、森林づくりのマスタープラン 

・鳥獣害防止森林区域及び当該鳥獣害防止

森林区域内における鳥獣害の防止に関する

事項（H29.4.1～） 

市町村長      （森林法第１０条の５） 

森林経営計画(5 年) 

・森林所有者または森林所有者から森林の

経営の委任を受けた者が、自ら森林の経営

を行う森林について、自発的に作成する具体

的な伐採・造林、森林の保護、作業路網の整

備等に関する計画 

・鳥獣害防止森林区域における鳥獣害の防

止の方法（H29.4.1～） 

森林所有者等    （森林法第１１条）          

一般の森林所有者に対する措置 

・伐採及び伐採後の造林の届出 

・森林の土地の所有者となった旨の届出 

・無届伐採に係る伐採の中止命令・造林命令 

・伐採及び伐採後の造林の計画の変更・遵守命令 

・施業の勧告（要間伐森林制度） 

 

１５８の森林計画

区ごとに作成 
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２）林業・森林管理の現状と目指すべき方向性 

（１）三重県の森林の現状 

三重県の森林面積は 37 万 2 千 ha と県土の約 64％を占めており、そのうち約

94％は民有林です。さらに、民有林のうちスギ、ヒノキを中心とする人工林は

21 万 8 千 ha で民有林の約 63％を占めています。しかし、木材価格の低下や人件

費・燃料代等の経費の上昇のため、採算が取れない森林が増えてきており、森林

所有者の林業経営に対する意欲が減退し、間伐等の手入れが十分に行われていな

い放置林分や造林未済地等が増加しています。また、境界や所有者が把握できな

い森林やシカ等野生獣による被害の増加などの問題も生じています。 

 

（２）県が目指す林業・森林の姿 

ア 森林の多面的機能の発揮 

森林は、林産物の供給をはじめ、県土の保全や水源の涵
かん

養、自然環境の保全

等の多面的機能を有しており、適正な管理を行うことで、これらの機能を複合

的に発揮させることができます。 

このため、森林に求められる機能や地形条件等に応じた適切な森林管理を推

進するとともに、森林づくりを支える森林情報の的確な把握や、森林の公的管

理を進め、将来にわたる森林の多面的機能の持続的な発揮を目指します。 

 

①構造の豊かな森林づくり 

公益的機能の発揮を重視すべき森林（環境林）については、針広混交林化等

により、樹種や林種が異なり、高木から低木まで階層構造が多様で、若齢林か

ら老齢林まで林分構造の違う森林の育成をめざして、間伐等を実施します。 

林地生産力が比較的高いと判断される森林（生産林）については、公益的機

能と木材生産機能の両方を発揮する森林の育成をめざして、緑の循環のサイク

ルを確実なものとするように間伐や保育、造林等の整備を進めます。 

 

②県民の命と暮らしを守る森林づくり 

近年頻発する台風や集中豪雨等から県民の命と暮らしを守るため、「みえ森

と緑の県民税」を活用して、流木や土砂流出の発生を抑止するための調整伐、

流木や土砂の除去作業、人家裏や通学路沿いの倒木等の恐れのある危険木の伐

採により「災害に強い森林づくり」を進めます。 

また、森林の保全のため、保安林制度や三重県水源地域の保全に関する条例

の適正な運用による森林の管理、獣害対策、森林病虫害対策や林野火災の防止

に向けた取組を実施します。 
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③森林づくりを推進する体制の強化 

 森林環境譲与税の導入や森林経営管理法の施行を受け、市町の役割がますま

す重要となることから、専門的知識と技術を備えたアドバイザーによる相談対

応や巡回指導を行うほか、市町の森林管理を促進するため、森林クラウド等を

活用して森林簿や森林資源情報を共有するなどの取組を進めるとともに、県の

地域機関を通じて市町との意見交換や情報交換を十分に行うことで、地域の実

情に応じたきめ細かな協力・支援となるよう努めます。 

 

イ 林業の持続的発展 

豊富な森林資源を活用した活発な木材生産活動を通じて、森林所有者の所得

向上や中山間地域の活性化、脱炭素社会づくりに貢献するとともに、森林の公

益的機能を高度に発揮していくため、森林施業の効率化や林業・木材産業の競

争力強化、森林・林業や地域を担う人づくり、県産材の利用促進などを通じて

林業の持続的な発展を図ります。 

 

①林業および木材産業等の振興 

林業普及指導員等による森林経営計画の作成支援により森林施業の集約化

を進めるとともに、林業経営の集積・集約化の受け皿として、意欲と能力のあ

る林業経営者の公募・公表を進めます。 

また、林業の持続的な発展を図るため、搬出間伐や森林作業道の整備、高性

能林業機械の導入、特用林産振興施設の整備に対する支援等を進めるほか、航

空レーザ測量による森林資源の把握など林業のスマート化の実現に向けた取

組を進めるとともに、森林資源について新たな視点で有効活用できる技術開発

を促進します。 

 

②森林・林業・木材産業や地域を担う人づくり 

県では、「みえ森林・林業アカデミー」を開講し、関係団体等と連携して、

新たな視点や経営感覚及び科学的な知見を備えた経営者や、森林経営管理制度

に対応できる市町職員の育成を進めます。 

また、林業の新規就業者の確保を図るため、就業・就職フェアにおける相談

対応や高校生向けの林業職場体験研修等による情報提供を実施します。 

 

③県産材の利用の促進 

県産材の利用拡大を図るため、付加価値の高い製品の販売促進、品質・規格

が明確な「三重の木」認証材等の普及啓発、川上から川下に至る幅広い関係者

の情報共有の機会づくりによるサプライチェーンの構築支援、公共建築物の木

造・木質化を促進します。 

また、未利用間伐材などの有効活用のため、市町や森林組合、NPO などと連

携した「木の駅プロジェクト」を推進するなど、木質バイオマスのエネルギー
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利用を促進します。 

 

ウ 森林文化及び森林教育（森林環境教育・木育）の振興 

森林は継承されるべき郷土の歴史的、文化的な財産であり、自然環境の教育

及び学習の場でもあることから、その森林の保全及び活用、学習機会の提供や

環境の整備により、森林文化及び森林教育（森林環境教育・木育）の振興が必

要です。 

森林の文化的価値の保全、活用のため、市町や地域の自然環境保全団体等の

保全活動の促進やガイドブックの作成等による情報発信を進めます。 

また、森林教育（森林環境教育・木育）については、今後、明確な目的意識

の下、より効果的に実施していくため、その取組の方向性を改めて整理した「み

え森林教育ビジョン」に基づき、森林教育活動の展開や支援、関係機関との連

携強化、森林教育を実践できる指導者の養成等の取組を進めます。 

 

エ 森林づくりへの県民参画の推進 

森林の恩恵は広く県民の皆さん誰もが享受するものであり、森林は県民の財

産であるとの認識のもと、森林づくりや木づかいを通じて、森林を社会全体で

支える環境づくりを進め、県民参画の推進を図ります。 

「企業の森」の協定による森林整備や「緑の募金活動」による緑化意識の啓

発、植樹祭の開催等により、さまざまな主体による森林づくりやその意識の醸

成を促進します。 

また、県民全体での木づかいを促進するため、民間事業者が県産材を積極的

かつ計画的に使用する「木づかい宣言」登録制度を推進し、木製玩具を出展す

る「ミエトイ・キャラバン」の実施等で木にふれてもらう機会を創出します。 

 

３）三重県の森林づくりに係る県の施策 

三重県では 2019（平成 31）年３月に策定された「三重の森林づくり基本計画

2019」に基づき、「森林の多面的機能の発揮」、「林業の持続的発展」、「森林文化

及び森林環境教育の振興」、「森林づくりへの県民参加の推進」に向けて、以下の

ような施策を展開しています。  
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表９ 森林づくりに関する施策分野の一覧 

「三重の森林づくり基

本計画 2019」基本方針 
基本施策 施策 

基本方針１ 

森林の多面的機能の発

揮 

「構造の豊かな森

林」づくり 

１）持続可能な森林づくり 
２）公益的機能を重視した森林づくり 
３）多様な森林づくり 

県民の命と暮らしを

守る森林づくり 

１）災害に強い森林づくりの推進 
２）森林の保全と保安林制度の推進 
３）森林病害虫対策及び森林災害対策の着実な 

実施 
４）野生鳥獣による被害の低減 

森林づくりを推進す

る体制の強化 

１）国・市町等と連携した森林管理の推進 
２）森林資源データの整備と情報提供 
３）森林の公有林化等による公的管理 
４）森林の公益的機能発揮に向けての研究 

基本方針２ 

林業の持続的発展 

林業及び木材産業等

の振興 

１）森林施業の集約化の促進 
２）多様な原木の安定供給体制の構築 
３）林業・木材産業の競争力強化とスマート化 
４）多様な収入源の創出 
５）特用林産の振興 
６）効率的な林業生産活動のための研究 

森林・林業・木材産

業や地域を担う人づ

くり 

１）林業の担い手の育成・確保 
２）地域を担う多様な人づくり 
３）林業事業体の育成と経営力の向上 

県産材の利用の促進 １）県産材の需要の拡大 
２）信頼される県産材の供給の促進 
３）住宅建設における木材利用の促進 
４）中・大規模施設等の木材利用の推進 
５）持続可能な木質バイオマス利用の推進 
７）新製品・新用途の研究・開発の促進 

基本方針３ 

森林文化及び森林環境

教育の振興 

森林文化の振興 １）森林の文化的価値の保全および活用 
２）森林文化の体験と交流の促進 
３）里山の整備および保全の促進 
４）森林文化の継承 

森林環境教育・木育

の振興 

１）森林環境教育・木育に関わる「人づくり」 
２）森林環境教育・木育に関わる「場づくり」 
３）森林環境教育・木育に関わる「仕組みづくり」 

基本方針４ 

森林づくりへの県民参

画の推進 

県民、NPO、企業等の

森林づくり活動の促

進 

１）森林づくり活動への県民参加の促進 
２）緑化活動の促進 

木づかいの促進 １）暮らしの中での木づかいの促進 
２）多様な主体の連携による木づかいの促進 

三重のもりづくりの

意識の醸成 

１）三重のもりづくり月間の取組 

（出典：三重の森林づくり基本計画 2019） 
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Ⅱ 計画事項 

第１ 計画の対象とする森林の区域 

 

対象とする森林の区域は、北伊勢森林計画区に係る民有林（その自然的経済的

社会的諸条件及びその周辺の地域における土地の利用の動向からみて、森林とし

て利用することが相当でないと認められる民有林を除く）で、下記のとおりです。 

なお、地域森林計画の対象となる民有林（次の(１)の事項については保安林及

び保安施設地区の区域内の森林並びに海岸法（昭和 31 年法律第 101 号）第３条の

規定により指定された海岸保全区域内の森林を除き、次の(３)の事項については

保安林及び保安施設地区の区域内の森林を除く。）においては、次の事項の対象

となります。 

（１）森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の２第１項の開発行為の許可 

（２）森林法第 10 条の７の２第１項の森林の土地の所有者となった旨の届出 

（３）森林法第 10 条の８第１項の伐採及び伐採後の造林の届出 

 

表 10 計画の対象とする森林の区域 

単位 面積：ha 

区分 面積 備考 

総計 78,419.68  

市町別内訳 

四日市市 2,497.56  

桑名市 2,871.36  

鈴鹿市 3,420.75  

亀山市 11,659.13  

いなべ市 11,724.89  

東員町 153.78  

菰野町 5,237.24  

朝日町 63.06  

津市 40,791.91  

 

（注） １ 計画の対象とする森林の区域は、森林計画図において表示する区域内の

民有林とします。 

 ２ 森林計画図の閲覧場所は、三重県農林水産部森林・林業経営課、四日市

農林事務所森林・林業室及び津農林水産事務所森林・林業室とします。 
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第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項 

 

１ 森林の整備及び保全の目標、その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項 

 

（１）森林の整備及び保全の目標 

 

森林の整備及び保全に当たっては、森林の有する公益的機能及び木材等生

産機能を総合的かつ高度に発揮させるため、生物多様性の保全及び地球温暖

化防止に果たす役割、並びに近年の地球温暖化に伴い懸念される集中豪雨等

の自然環境の変化や急速な少子高齢化と人口減少、所有者不明森林や整備が

行き届いていない森林の増加等の社会情勢の変化に加え、資源の循環利用を

通じた花粉発生源対策の推進の必要性も考慮しつつ、適正な森林施業の面的

な実施、林道等の路網の整備、委託を受けて行う森林施業又は経営の実施、

保安林制度の適切な運用、山地災害の防止、森林病害虫や野生鳥獣の被害対

策などの森林の保護等に関する取組を推進します。 

森林の有する主な機能は、水源涵
かん

養機能、山地災害防止機能／土壌保全機

能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化機能などの公益

的機能及び木材等生産機能に分けられ、望ましい森林の姿は次のとおりとし

ます。 

 

【水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下

「水源涵
かん

養機能維持増進森林」とする）】 

下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄える隙間に富ん

だ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて浸透

を促進する施設等が整備されている森林 

 

【土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林（以下「山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林」

とする）】 

下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し込み、下層植

生とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林であ

って、必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林 

 

【快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

（以下「快適環境形成機能維持増進森林」とする）】 

樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮蔽能力や汚染物質の吸着能力が高

く、諸被害に対する抵抗性が高い森林 
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【保健機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「保健・レ

クリエーション機能維持増進森林」とする）】 

身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹種等

からなり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、必要に応

じて保健・教育活動に適した施設が整備されている森林 

 

【文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「文化機能

維持増進森林」とする）】 

史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成してい

る森林であって、必要に応じて文化活動に適した施設が整備されている森林 

 

【生物多様性の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

（以下「生物多様性保全機能維持増進森林」とする）】 

原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にま

たがり特有の生物が生育・生息する渓畔林 

 

【木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「木

材等生産機能維持増進森林」とする）】 

林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木によ

り構成され成長量が高い森林であって､林道等の基盤施設が適切に整備され

ている森林 

 

（２）森林の整備及び保全の基本方針 

 

森林の整備及び保全の推進に当たっては、自然条件、社会経済的な特質、

森林の有する公益的機能の高度発揮に対する要請、木材需要の動向、森林の

構成等に配意の上、多様な森林の整備及び保全を計画的に推進することとし

ます。 

北伊勢森林計画区は、全般に地形が急峻であるが、温暖多雨で、スギ・ヒ

ノキ等の集約的な育成単層林を維持する施業が展開され、林業の成熟度が高

いことから、適切な除伐・間伐の実施や適確な更新の確保、保護樹帯の適切

な配置等、地力の維持及び山地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進に配

意し、多様な木材需要に弾力的に対応できるよう、長伐期化等を推進するこ

ととします。 

また、破砕帯の分布や多雨な気候条件など流域の特性に応じた治山施設の

整備を推進することとします。 
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ア 森林の有する機能ごとの森林整備及び保全の基本方針 

 

市町においては、関係者の合意の下、発揮を期待する森林の有する機能ご

との区域を明らかにし、その機能を十分に発揮できるよう森林の整備及び保

全を進めることに努めます。その際、期待する機能の発揮に向けた施業が相

反する場合以外は、複数の機能を期待する森林として取り扱うことも可能と

します。 

なお、森林の有する機能ごとの森林整備及び保全の基本方針は次のとおり

です。 

 

【水源涵
かん

養機能維持増進森林】 

ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林並びに地域

の用水源として重要なため池、湧水地及び渓流等の周辺に存する森林は、水

源涵
かん

養機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとしま

す。 

具体的には、良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐

を促進しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とするとともに、

伐採に伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図ります。また、自

然条件や県民のニーズ等に応じ、奥地水源林等の人工林における針広混交の

育成複層林化などの天然力も活用した施業を推進します。 

ダム等の利水施設上流部等において、水源涵
かん

養の機能が十全に発揮される

よう、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本とします。 

 

【山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林】 

山腹崩壊等により人命・人家等施設に被害を及ぼすおそれがある森林など、

土砂の流出、土砂の崩壊の防備その他山地災害の防備を図る必要のある森林

は、山地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林として整備及び

保全を推進することとします。 

具体的には、災害に強い国土を形成する観点から、地形、地質等の条件を

考慮した上で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進します。また、

自然条件や県民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進します。 

集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土砂の

流出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管理、

豪雨時などに流出する恐れのある危険木の除去などを推進するとともに、渓

岸の侵食防止や山脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止や土留等の施

設の設置を推進することを基本とします。 
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【快適環境形成機能維持増進森林】 

県民の日常生活に密接な関わりを持つ里山等であって、騒音や粉塵等の影

響を緩和する森林及び森林の所在する位置、気象条件等からみて風害、霧害

等の気象災害を防止する効果が高い森林は、快適環境形成機能の維持増進を

図る森林として整備及び保全を推進することとします。 

具体的には、地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防

備や大気の浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性

を増進する施業や適切な保育・間伐等を推進します。 

快適な環境の保全のための保安林の指定やその適切な管理、防風、防潮等

に重要な役割を果たしている海岸林等の保全を推進します。 

 

【保健・レクリエーション機能維持増進森林】 

観光的に魅力ある高原、渓谷等の自然景観や植物群落を有する森林、キャ

ンプ場や森林公園等の施設を伴う森林など、県民の保健・教育的利用等に適

した森林は、保健・レクリエーション機能の維持増進を図る森林として整備

及び保全を推進することとします。 

具体的には、県民に憩いと学びの場を提供する観点から、自然条件や県民

のニーズ等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進します。 

また、保健等のための保安林の指定やその適切な管理を推進します。 

 

【文化機能維持増進森林】 

史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観等を

形成する森林は、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点から、文化

機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとします。 

具体的には、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進します。 

また、風致のための保安林の指定やその適切な管理を推進します。 

 

【生物多様性保全機能維持増進森林】 

全ての森林は多様な生物の生育・生息の場として生物多様性の保全に寄与

しています。このことを踏まえ、森林生態系の不確実性を踏まえた順応的管

理の考え方に基づき、時間軸を通して適度な攪乱により常に変化しながらも、

一定の広がりにおいてその土地固有の自然条件及び社会的条件に適した様々

な生育段階や樹種から構成される森林がバランス良く配置されていることを

目指すものとします。 

とりわけ、原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・

水域にまたがり特有の生物が生育・生息する渓畔林などの属地的に機能の発

揮が求められる森林については、生物多様性保全機能の維持増進を図る森林

として保全します。また、野生生物のための回廊の確保にも配慮した適切な

保全を推進します。 
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【木材等生産機能維持増進森林】 

林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林は、木材等生

産機能の維持増進を図る森林として整備を推進することとします。 

具体的には、木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点

から、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育さ

せるための適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本として、将来

にわたり育成単層林として維持する森林では、主伐後の植栽による確実な更

新を行います。この場合、施業の集約化や機械化を通じた効率的な整備を推

進することを基本とします。 

 

ただし、森林の有する多面的機能については、地形条件、気象条件及び森

林の種類などにより発揮される効果は異なり、また、洪水や渇水を防ぐ役割

については、人為的に制御できないため、期待される時に必ずしも常に効果

が発揮されるものではありません。 

また、これらの機能以外にも森林の有する多面的機能があることにも留意

する必要があります。 

 

イ 森林の誘導の考え方 

 

上記の期待する多面的機能の発揮に向けた森林への誘導については、森林

資源の充実と公益的機能の発揮を図りながら循環的に森林を利用していくた

めに、育成のための人為の程度、単層・複層という森林の階層構造に着目し、

育成単層林・育成複層林・天然生林ごとに示すこととします。 

その際、全ての森林は、多様な生物の生育・生息の場として生物多様性の

保全に寄与していることを踏まえ、森林生態系の不確実性を踏まえた順応的

管理の考え方に基づき、時間軸を通して適度な攪乱により常に変化しながら

も、一定の広がりにおいて、その土地固有の自然条件及び社会的条件に適し

た様々な生育段階や樹種から構成される森林がバランス良く配置されること

が望ましい姿です。 

さらに、森林の整備及び保全には路網の整備が不可欠であり、育成単層林

等においては施業等の効率化に必要な路網を整備する一方、天然生林等にお

いては管理に必要となる最小限の路網を整備又は現存の路網を維持するなど、

目指す森林の状態に応じた路網整備を進めます。その際、具体的な施業を想

定し、緩傾斜・中傾斜地においては車両系を主体とする作業システムの導入

を、また、急傾斜地・急峻地においては架線系を主体とする作業システムの

導入を図ることとし、耐久性と経済性の両立を追求しつつ、木材の輸送コス

ト縮減のためのトラック等が走行する林道（丈夫で簡易な構造の「林業専用

道」を含む。)、集運材や造材等を行う林業機械が主として走行する「森林作

業道」を適切に組み合わせて整備していくことが必要です。 
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【育成単層林】 

現況が育成単層林となっている森林のうち、成長量が比較的大きく傾斜が

緩やかな場所に位置するものについては、木材等生産機能の発揮を期待する

育成単層林として確実に維持し、資源の充実を図ります。この場合、長伐期

や短伐期など多様な伐期により伐採し、確実な更新を図ることとし、水源涵
かん

養

機能又は山地災害防止機能／土壌保全機能の発揮を同時に期待する森林では、

伐採に伴う裸地化による影響を軽減するため、皆伐面積の縮小・分散や伐期

の長期化を図ります。 

また、急傾斜の森林又は成長量の小さい森林については、育成複層林に誘

導します。この場合、水源涵
かん

養等の公益的機能と木材等生産機能の発揮を同

時に期待する森林では、間伐や択伐の実施により高齢級に移行させつつ、確

実な更新を図ります。公益的機能の発揮のため、継続的な育成管理が必要な

その他の森林は、自然条件及び社会的条件に応じて広葉樹の導入等により針

広混交の育成複層林に誘導します。公益的機能の高度な発揮が特には求めら

れない森林は、間伐又は帯状・群状の択伐により効率的に育成複層林に誘導

します。 

なお、上記の考え方によらず、快適環境形成機能、保健・レクリエーショ

ン機能及び文化機能の発揮を期待する森林では、景観の創出等の観点から、

間伐等の繰返しにより長期にわたって育成単層林を維持するか、又は自然条

件及び社会的条件に応じ広葉樹の導入等により針広混交の育成複層林に誘導

します。また、希少な生物が生育・生息する森林など属地的に生物多様性保

全機能の発揮が求められる森林においては、天然力を活用した更新を促し、

針広混交の育成複層林又は天然生林に誘導します。 

 

【育成複層林】 

現況が育成複層林となっている森林については、公益的機能の発揮のため

引き続き育成複層林として維持することを基本とします。ただし、希少な生

物が生育・生息する森林など属地的に生物多様性保全機能の発揮が求められ

る森林においては、必要に応じて、天然力の活用により、天然生林への誘導

を図ります。 

 

【天然生林】 

現況が天然生林となっている森林のうち、下層植生等の状況から公益的機

能発揮のために継続的な維持・管理が必要な森林や、針葉樹単層林に介在し、

継続的な資源利用が見込まれる広葉樹等の森林については、更新補助作業等

により育成複層林に誘導します。 

その他の森林は、天然生林として維持します。特に、原生的な森林生態系

や希少な生物が生育・生息する森林等については、自然の推移に委ねること

を基本として、必要に応じて植生の復元を図ります。 
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（３）計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等 

 

○計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等（表 11） 

単位 面積：ha 蓄積：千㎥ 

区分 現況 計画期末 

面 

積 

育成単層林 52,089 52,044 

育成複層林 27 117 

天然生林 23,654 23,609 

森林蓄積 17,214 17,958 

 

（育成単層林とは） 

森林を構成する林木を皆伐により伐採し、単一の樹冠層を構成する森林と

して人為注１により成立させ維持される森林。 

例えば、植栽によるスギ・ヒノキ等からなる森林。 

 

（育成複層林とは） 

森林を構成する林木を択伐等により伐採し、複数の樹冠層注２を構成する森

林として人為により成立させ維持される森林。 

例えば、針葉樹を上木とし、広葉樹を下木とする森林。 

 

（天然生林とは） 

主として天然力注３を活用することにより成立させ維持される森林注４。 

例えば、天然更新によるシイ・カシ等からなる森林。 

 

注１：「人為」とは、目的に応じ、植栽、更新補助(天然下種更新のための地表のかきおこし・

刈払い等）、芽かき、下刈、除伐等の保育及び間伐等の作業を行うこと。 

注２：「複数の樹冠層」とは、林齢や樹種の違いから樹木の高さが異なることにより生ずるも

の。 

注３：「天然力」とは、自然に散布された種子が発芽・生育することをいう。 

注４：「天然生林」には、未立木地、竹林等を含む。 

  



 

- 37 - 

２ その他必要な事項 

 

（参考資料） 

下層植生の導入や土壌の保全などの参考とするため、樹種による根の深さの

資料を下記に記します。 

表 12 樹種による根の深さ 

 針葉樹 広葉樹 

深
根
性 

アカマツ、クロマツ、モミ ケヤキ、カシワ、クヌギ、カツラ、ミズナ

ラ、コナラ、オニグルミ、トチノキ 

浅
根
性 

ヒノキ、ヒバ、サワラ、カラマツ、ツガ、 

コメツガ、トウヒ 

ミズキ、ニセアカシア、ブナ、ヤマハンノ

キ、カバ、ノグルミ、イヌシデ、ムクノキ、 

  注 スギの根の深さを標準とした場合 

（出典：森林の公益機能解説シリーズ 6－森林の土砂崩壊防止機能－） 
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第３ 森林の整備に関する事項 

 

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

 

森林の有する多面的な機能の維持増進を図ることを目的として、対象森林に

関する自然条件及び社会的条件、地域における既住の施業体系、樹種の特性、

木材需要構造、森林の構成等を勘案して行うものとします。 

なお、立木の伐採の標準的な方法は、伐採を行う際の模範として、市町村森

林整備計画で定めるものとします。 

 

（１）立木の伐採（主伐）の標準的な方法に関する指針 

 

立木竹の伐採のうち主伐については、更新（伐採跡地（伐採により生じた

無立木地）が、再び立木地となること）を伴う伐採であり、その方法につい

ては、皆伐又は択伐によるものとします。 

主伐にあたっては、森林の有する公益的機能の発揮と森林生産力の維持増

進に配慮して行うこととし、伐採跡地が連続することがないよう、伐採跡地

間には、少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保します。 

また、伐採の対象とする立木については、標準伐期齢以上を目安として選

定します。 

伐採後の適確な更新を確保するため、あらかじめ適切な更新の方法を定め、

その方法を勘案して伐採を行うこととします。特に、伐採後の更新を天然更

新による場合には、天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実、周辺の

伐採跡地の天然更新の状況等に配慮します。 

なお、自然条件が劣悪なため、伐採の方法を特定する必要がある森林にお

ける伐採の方法については、択伐等適確な更新の確保が図られるよう配慮し

たものとします。 

さらに、林地の保全や落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止、風致の

維持並びに渓流周辺及び尾根筋等の森林における生物多様性の保全等のため

必要がある場合には、所要の保護樹帯を設置することとします。 

 

【育成単層林】 

育成単層林にあっては、気候、地形、土壌等自然条件、林業技術体系等か

らみて、人工造林又は、萌芽更新により、高い森林生産力が期待される森林

及び森林の有する公益的機能の発揮の必要性から、植栽を行うことが適当で

ある森林について、以下の事項に留意の上実施することとします。 

主伐にあたっては、自然条件及び公益的機能の確保についての必要性を踏

まえ、１箇所当たりの伐採面積の規模、伐採箇所の分散に配慮します。１箇

所当たりの伐採面積は、小流域内において 20ha を越えないものとします。 
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また、林地の保全、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致

の維持等のため必要がある場合には、バッファゾーン（緩衝地帯）を設置

することとします。 

主伐の時期については、多様な木材需要に対応できるよう、地域の森林

構成等を踏まえ、多様化、長期化を図り、生産目標に応じた林齢で伐採す

ることとします。 

 

【育成複層林】 

育成複層林にあたっては、気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系

等からみて、人為と天然力の適切な組合せにより複数の樹冠層を構成する森

林として成立し、森林の諸機能の維持増進が図られる森林について、以下の

事項に留意の上、実施することとします。 

主伐にあたっては、複層状態の森林に確実に誘導する観点から自然条件を

踏まえ、森林を構成している樹種、林分構成等を勘案して実施することとし

ます。 

択伐による伐採にあたっては、森林の生産力及び公益的機能の増進が図ら

れる林型に誘導することを目標に、適正な繰り返し期間を定めることとしま

す。 

 

【天然生林】 

天然生林にあたっては、気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系等

からみて、主として天然力を活用することにより適確な更新及び森林の諸機

能の維持増進が図られる森林について、以下の事項に留意の上、実施するこ

ととします。 

主伐にあたっては、複層状態の森林に確実に誘導する観点から自然条件を

踏まえ、森林を構成している樹種、林分構成等を勘案して実施することとし

ます。 

択伐による伐採に当たっては、森林の生産力及び公益的機能の増進が図ら

れる林型に誘導することを目標に、適正な繰り返し期間を定めることとしま

す。 

 

なお、「皆伐」、「択伐」とは下記のとおりです。 

 

（皆伐とは） 

皆伐については、主伐のうち択伐以外のもの。 

皆伐にあたっては、気候、地形、土壌等の自然条件及び公益的機能の確保

の必要性を踏まえ、適切な伐採区域の形状、一箇所当たりの伐採面積の規模

及び伐採区域のモザイク的配置に配慮し、適確な更新を図ることとします。 
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（択伐とは） 

択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐

採する方法であって、単木・帯状又は樹群を単位として、伐採区域全体では

おおむね均等な割合で行うもの。 

択伐にあたっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な

林分構造となるよう、一定の立木材積を維持するものとし、材積に係る伐採

率を 30％以下（伐採後の造林が人工造林による場合にあっては 40％以下）に

することとします。 

 

（２）立木の標準伐期齢に関する指針 

 

立木の標準伐期齢は、地域を通じた標準的な立木の伐採（主伐）の時期に

関する指標、制限林の伐採規制等に用いられるものであり、下表に示す林齢

を基礎として、市町村森林整備計画において、市町の区域に生育する主要樹

種ごとに、市町の区域内の標準的な自然条件にある森林の平均成長量が最大

となる林齢を基準に、森林の有する公益的機能、平均伐採齢及び森林の構成

を勘案して定めることとします。 

ただし、標準伐期齢は当該林齢に達した森林の伐採を義務付けるものでは

ありません。 

表 13 標準伐期齢 

 

※海布丸太や足場材等の特殊材生産に係る施業により、既往の平均伐採齢が著しく異なる地域が

あるときは、当該地域を区分して市町村森林整備計画において定めることとします。 

 

（３）その他必要な事項 

 

該当なし 

  

樹種 スギ ヒノキ マツ その他Ｎ クヌギ その他Ｌ 

標準伐期齢 35 40 35 35 10 15 
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２ 造林に関する事項 

 

造林については、裸地状態を早期に解消して公益的機能の維持を図るため、

更新されるべき期間内に行うものとし、その方法については、気候、地形、土

壌等の自然条件、森林資源の構成、森林に対する社会的要請、施業制限の有無、

木材の利用状況等を勘案して人工造林又は天然更新によるものとします。特に、

伐採後に適確な更新が図られていない伐採跡地については、それぞれの森林の

状況に応じた方法により早急な更新を図ることとします。また、植栽によらな

ければ適確な更新が困難な森林においては、人工造林によることとします。 

また、更新にあたっては、花粉の少ない森林への転換を図るため、花粉症対

策に資する苗木の植栽、針広混交林への誘導等に努めることとします。 

なお、造林の標準的な方法は、造林を行う際の模範として、市町村森林整備

計画で定めるものとします。 

 

（１）人工造林に関する指針 

 

人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益

的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等

生産機能の発揮が期待され、将来にわたり育成単層林として維持する森林に

おいて行うこととします。 

 

ア 人工造林の対象樹種に関する指針 

 

スギ、ヒノキ、マツ類等を主体とするものの、適地適木や郷土樹種も考慮

に入れて、気候、地形、土壌等の自然条件等に適合するとともに、木材の利

用状況にも配慮した樹種を選定します。 

 

イ 人工造林の標準的な方法に関する指針 

 

森林の適確な更新を図るとともに、効率的な施業を実施するため、技術的

合理性に基づき、現地の状況に応じた本数の苗木を植栽することとします。 

また、苗木については、成長に優れたものの導入や少花粉スギ等の花粉症

対策に資する苗木の選定に努めるものとします。 

 

①人工造林の植栽本数 

植栽本数は、主要樹種について、地域の状況を踏まえ、生産目標や森林

の公益的機能の維持増進等を考慮して、仕立ての方法別に次の本数を標準

として定めることとします。 

 



 

- 42 - 

表 14 単層林の植栽本数 

樹 種 仕立て方法 植栽本数（本/ha） 

スギ・ヒノキ 
中仕立て 3,000 

密仕立て 5,000 

・なお、植栽本数を減じる場合は、1,000本/haを下限とします。 

・また、市町村森林整備計画で定める標準的な植栽本数によらないで植栽

しようとする場合は、林業普及指導員又は市町の林務担当課と相談の

上、適切な植栽本数を決定するものとします。 

 

【複層林の植栽本数】 

・群状又は帯状伐採区にあっては、1haあたりの植栽本数は、上表に定め

る植栽本数とします。 

・単木伐採区にあっては、上表の植栽本数に伐採材積と伐採前の当該森林

の蓄積との比率を乗じた本数を1haあたりの植栽本数とします。 

・ただし、林内照度や上層木の生育状況などを勘案の上決定するものとし

ます。 

 

②人工造林の標準的な方法 

 

【地拵えの方法】 

伐採木及び枝条等が植栽の支障とならないように整理することとし、気

象害や林地の保全に配慮する必要がある場合には筋置きとするなどの点

に留意します。 

・地拵えは、地力維持に配慮し、植生・地形・気象等の自然条件と、末木

枝条の残存状況、植栽本数等に応じた適切な方法を採用することとしま

す。 

・植栽木とともに生育が期待できる天然性稚幼樹は残すこととします。 

 

【植付け方法】 

気候その他の自然条件及び既往の植付け方法を勘案して定めるととも

に、適期に植え付けることとします。 

また、コンテナ苗等の活用や伐採と造林の一貫作業システムの導入に努

めることとします。 
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ウ 伐採跡地の人工造林をすべき期間に関する指針 

 

伐採跡地の更新をすべき期間については、公益的機能の維持や早期回復を

図るため、人工造林による更新は、皆伐の場合は伐採が終了した日を含む年

度の翌年度の初日から起算して２年以内に行うものとし、択伐の場合は伐採

が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を超えない期間内

に行うものとします。 

 

（２）天然更新に関する指針 

 

天然更新については、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等

からみて、主として天然力を活用することにより適確な更新が図られる森林

において行うこととします。 

 

ア 天然更新の対象樹種に関する指針 

 

天然更新の対象とする後継樹種は、その場所で将来高木となりうる樹種と

します。なお、参考までに三重県の山地における主な高木性樹種を別表１に

記載します。 

 

イ 天然更新の標準的な方法に関する指針 

 

①天然更新にあたって、天然下種更新による場合には、それぞれの森林の状

況に応じて、地表処理、刈出し、植込み等の天然更新補助作業を行うこと

とします。 

ａ 地表処理については、ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害

されている箇所において、かき起こし、枝条整理等の作業を行うことと

します。 

ｂ 刈出しについては、ササなどの下層植生により天然稚樹の生育が阻害さ

れている箇所について行うこととします。 

ｃ 植込みについては、天然稚樹等の生育状況等を勘案し、天然更新の不十

分な箇所に必要な本数を植栽することとします。 

 

②天然更新にあたって、ぼう芽更新による場合には、ぼう芽の発生状況等を

考慮し、必要に応じ、芽かき又は植込みを行うこととします。 
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ウ 伐採跡地の天然更新をすべき期間に関する指針 

 

伐採跡地の天然更新をすべき期間については、伐採が終了した日を含む年

度の翌年度の初日から起算して５年以内において、天然更新の対象樹種が立

木度３以上生育していることとします。 

なお、必要に応じて刈り出し等の補助作業や補植、間伐などを行うことに

より確実に成林させるとともに、更新状態を満たさない場合には、追加的な

更新補助作業を実施し、完了基準が満たされるまで経過観察を行うこととし

ます。 

天然更新すべき立木本数などの具体的な判断基準は、下記のとおりとしま

す。 

 

【判断基準】 

伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年以内におい

て、樹高が概ね 1.5ｍ以上の幼樹（前生樹及びぼう芽を含む。）が概ね 3,000

本／ha 以上生育しており、かつ下草等に被圧されていない（生育が期待でき

る）状態をもって更新完了とします。 

 

（立木度とは） 

幼齢林においては、現在の林分の本数と当該林分の林齢に相当する期待成

立本数とを対比した十分率。 

 
        現在の林分の本数 
立木度＝                    ×10 
      当該林分の林齢に相当する期待成立本数 

 

※林齢５年生における期待成立本数が、概ね 10,000 本／ha であることから、 

 立木度３では 3,000 本／ha となる。 

 

（３）植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針 

 

ぼう芽更新に適した立木や天然更新に必要な母樹の賦存状況、天然更新に

必要な樹種の立木の生育状況、林床や地表の状況、病害虫及び鳥獣害の発生

状況、当該森林及び近隣の森林における主伐実施箇所における天然更新の状

況等を勘案し、天然力による更新が期待できないものについては、原則とし

て「植栽によらなければ適確な更新が困難な森林」として市町村森林整備計

画において特定し、適切な対応を行うこととします。 
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（４）その他必要な事項 

 

土壌の改良を図ることによって地力が早期に回復し、立木の成長の促進が

期待される森林については、森林の土壌の現状に応じて土壌の理化学性を改

良することを主眼とし、地表の保護に配慮しつつ、耕耘、有機物及び欠乏養

分の補給等を行うこととします。 

ニホンジカ等の野生鳥獣による植栽木等への被害が見込まれる森林におい

て、人工造林または天然更新等を行う場合は、植栽と一体的に行う防護柵や

防護チューブなどの鳥獣害防止施設の整備及び維持管理や捕獲等を行い鳥獣

害の防除を行うこととします。 
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【参考資料】 

別表１ 三重県の山地にみられる主な高木性樹種 

種名 科 属  種名 科 属 

アオダモ モクセイ トネリコ  コナラ ブナ コナラ 

アオハダ モチノキ モチノキ  コハウチワカエデ カエデ カエデ 

アカガシ ブナ コナラ  コバンモチ ホルトノキ ホルトノキ 

アカシデ カバノキ クマシデ  コブシ モクレン モクレン 

アカマツ マツ マツ  サワグルミ クルミ サワグルミ 

アカメガシワ トウダイグサ アカメガシワ  サワシバ カバノキ クマシデ 

アズキナシ バラ ナナカマド  サワラ ヒノキ ヒノキ 

アラカシ ブナ コナラ  シオジ モクセイ トネリコ 

アワブキ アワブキ アワブキ  シラカシ ブナ コナラ 

イイギリ イイギリ イイギリ  シリブカガシ ブナ マテバシイ 

イスノキ マンサク イスノキ  シロダモ クスノキ シロダモ 

イタヤカエデ カエデ カエデ  スギ スギ スギ 

イチイ イチイ イチイ  スダジイ ブナ シイ 

イチイガシ ブナ コナラ  タカノツメ ウコギ タカノツメ 

イヌシデ カバノキ クマシデ  タブノキ クスノキ タブノキ 

イヌブナ ブナ ブナ  タマミズキ モチノキ モチノキ 

イヌマキ マキ マキ  ツガ マツ ツガ 

イロハモミジ カエデ カエデ  ツクバネガシ ブナ コナラ 

ウバメガシ ブナ コナラ  ツブラジイ ブナ シイ 

ウラジロガシ ブナ コナラ  トチノキ トチノキ トチノキ 

ウラジロノキ バラ ナナカマド  ナツツバキ ツバキ ナツツバキ 

ウリハダカエデ カエデ カエデ  ナラガシワ ブナ コナラ 

ウワミズザクラ バラ サクラ  ハウチワカエデ カエデ カエデ 

エノキ ニレ エノキ  バクチノキ バラ サクラ 

オオイタヤメイゲツ カエデ カエデ  ハリギリ ウコギ ハリギリ 

オオモミジ カエデ カエデ  バリバリノキ クスノキ ハマビワ 

オガタマノキ モクレン オガタマノキ  ハンノキ カバノキ ハンノキ 

オニグルミ クルミ クルミ  ヒノキ ヒノキ ヒノキ 

オヒョウ ニレ ニレ  ヒメシャラ ツバキ ナツツバキ 

カゴノキ クスノキ ハマビワ  ブナ ブナ ブナ 

カシワ ブナ コナラ  ホオノキ モクレン モクレン 

カスミザクラ バラ サクラ  ホソバタブ クスノキ タブノキ 

カツラ カツラ カツラ  ホルトノキ ホルトノキ ホルトノキ 

カナクギノキ クスノキ クロモジ  マルバアオダモ モクセイ トネリコ 
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種名 科 属  種名 科 属 

カヤ イチイ カヤ  ミズキ ミズキ ミズキ 

カラスザンショウ ミカン サンショウ  ミズナラ ブナ コナラ 

カンザブロウノキ ハイノキ ハイノキ  ミズメ カバノキ カバノキ 

キハダ ミカン キハダ  ミミズバイ ハイノキ ハイノキ 

キリ ゴマノハグサ キリ  ムクノキ ニレ ムクノキ 

クスノキ クスノキ クスノキ  ムクロジ ムクロジ ムクロジ 

クヌギ ブナ コナラ  モチノキ モチノキ モチノキ 

クマシデ カバノキ クマシデ  モッコク ツバキ モッコク 

クマノミズキ ミズキ ミズキ  モミ マツ モミ 

クリ ブナ クリ  ヤブニッケイ クスノキ クスノキ 

クロガネモチ モチノキ モチノキ  ヤマグルマ ヤマグルマ ヤマグルマ 

クロバイ ハイノキ ハイノキ  ヤマグワ クワ クワ 

クロマツ マツ マツ  ヤマザクラ バラ サクラ 

ケヤキ ニレ ケヤキ  ヤマトアオダモ モクセイ トネリコ 

ケンポナシ クロウメモドキ ケンポナシ  ヤマビワ アワブキ アワブキ 

コウヤマキ コウヤマキ コウヤマキ  ヤマモミジ カエデ カエデ 

コシアブラ ウコギ ウコギ  ヤマモモ ヤマモモ ヤマモモ 
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３ 間伐及び保育に関する事項 

 

健全な森林の状態を維持するとともに持続的に森林資源を生産していくため、

既往の施業体系等を勘案して、適正な間伐及び保育等に努めることとします。 

間伐又は保育が適正に実施されていない森林であって、これらを早急に実施

する必要のあるものについては、実施すべき間伐又は保育の方法及び時期につ

いて具体的に定め、積極的に推進を図ることとします。 

なお、間伐及び保育の標準的な方法は、間伐や保育を行う際の規範として、

市町村森林整備計画で定めることとします。 

 

（１）間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法に関する指針 

 

森林の立木の生育の促進並びに林分の健全化及び利用価値の向上を図るた

め、間伐にあたっては、森林資源の質的向上を図るとともに、適度な下層植

生を有する適正な林分構造が維持されるよう、既往の間伐方法を勘案して、

林木の競合状態等に応じた間伐の開始時期、繰り返し期間、間伐率、間伐木

の選定方法その他必要な事項を定めることとします。特に、高齢級の森林に

おける間伐に当たっては、立木の成長力に留意します。 

・林分の健全化、林木の形質の向上等を図ることを目的として、林木の競

合状態に応じて間伐を実施すること。 

・施業時期は、樹冠がうっ閉したことにより、下層植生の一部が消失し、

もしくは消失する恐れがある場合、または林木相互間に競合による優劣が

生じた場合を時期とすること。 

・選木にあたって、間伐後の林木の資質向上と林分の健全性の保持を目的

に、主として形状良好な上中層の林木を保持することとし、それ以外の形

質不良木や形質良好であっても保残木の成長に影響する上層木等をも選

木すること。 

 

【単層林における間伐の標準的な方法】 

間伐の開始時期は、除伐によって整理された林分の樹冠がうっ閉して林木

相互間に競合が生じ始めた時期（例えば、樹冠疎密度が 10 分の８以上のうっ

閉した森林）で、一般的に林齢 15～80 年までに間伐を 2～5 回（条件により

異なるが、目安としては、標準伐期齢未満では概ね 10 年に１度、標準伐期齢

以上では概ね 20 年に１度の間伐を実施。）、立木材積率 35％以内の伐採を行い

ます。 

ただし、過密林分などにより強度の間伐が必要な場合は、これに拠らない

こととします。 
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【間伐の標準的な施業体系】 

一般的な施業体系は、下記の表を参考とする。 

なお、この表は、目安を示したものであり、実施にあたっては画一性を排

除し、必要に応じて行うこととします。 

 

表 15 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

樹種 施業体系 
植栽本数 
(本/ha) 

間伐を実施すべき標準的な林齢(年) 
標準的な方法 

初 回 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 

スギ 中仕立て～ 
密仕立て 

3,000本～ 15～ 25～ 35～ 55～ 75～ 間伐は、左記の林齢
を標準とし、林分の
状況に応じて適期に
行う。間伐木の選定
は林分構成の適正化
を図るよう形質不良
木等に偏ることなく
行う。 

ヒノキ 中仕立て～ 
密仕立て 

3,000本～ 15～ 25～ 35～ 55～ 75～ 間伐は、左記の林齢
を標準とし、林分の
状況に応じて適期に
行う。間伐木の選定
は林分構成の適正化
を図るよう形質不良
木等に偏ることなく
行う。 

 

【複層林における間伐の標準的な方法】 

下木の植栽後５～10 年の間隔で、立木材積に係る伐採率が 35％を上限とし

て２～３回行い、林内の相対照度（20％以上）を確保することとします。 

 

（間伐とは） 

林冠が隣り合わせた樹木の葉が互いに接して葉の層が林地を覆ったように

なり、うっ閉（樹冠疎密度が 10 分の８以上になることをいう。）し、立木間

の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部を伐採して健全な森

林の状態を維持するための伐採の方法であり、かつ、伐採年度の翌年度の初

日から起算しておおむね５年後に林冠がうっ閉するよう行うもの。 

 

（２）保育の標準的な方法に関する指針 

 

森林の立木の生育促進及び林分の健全化を図るため、既往の保育方法を勘

案して、時期、回数及び作業方法その他必要な事項を定めることとします。 

 

【下刈り】 

下刈りについては、目的樹種の成長を阻害する草本植物等を除去し、目的

樹種の健全な育成を図るために行うこととします。 

なお、局地的気象条件、植生の繁茂状況等に応じた適切な時期に、適切な
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作業方法により行うこととし、その実施時期については、目的樹種の生育状

況、植生の種類及び植生高により判断することとします。 

下刈りは、植栽後数年間は１～２回/年、その後は１回/年、生育状況など

を勘案し実施することとします。 

 

【つる切り】 

つる切りについては、下刈りの終了後、苗木の幹に巻き付いたり、樹冠を

被ったりして苗木の育成を妨げるクズ、フジ、ミツバアケビなどのつる植物

を刈り取り、目的樹種の健全な成長を図るために行うこととします。 

なお、実施回数については、つる植物の生育状況を勘案し、１～２回とし

ます。 

ただし、クズの生育地では回数を増すことも検討します。 

 

【除伐】 

除伐については、下刈りの終了後、林冠がうっ閉する前の森林において、

目的樹種の成長を阻害する樹木等を除去し、目的樹種の健全な成長を図るた

めに行うこととします。 

なお、森林の状況に応じて適時適切に行うこととし、目的外樹種であって

も、その生育状況や将来の利用価値を勘案し、有用なものは、保残し育成す

ることとします。 

 

【枝打ち】 

枝打ちについては、樹木の生育過程において下方の不要な枝を切り落とし、

節のない材の生産及びスギノアカネトラカミキリの加害によるトビクサレを

防ぐために行うこととします。 

なお、実施時期については、樹木の生長休止期である秋から冬にかけてと

します。 
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【保育の標準的な施業体系】 

一般的な施業体系では、下刈り７～10 回、除伐３～５回、つる切り１～２

回、枝打ち３～６回行います。 

なお、この表は、目安を示したものであり、実施にあたっては画一性を排

除し、必要に応じて行うこととします。 

 

表 16 保育の標準的な施業体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他必要な事項 

 

【鳥獣害防止対策】 

野生鳥獣による樹木等への被害が見込まれる森林においては、野生鳥獣の

侵入を防止する柵や樹皮剥ぎ被害を軽減できる資材等の鳥獣害防止施設の整

備及び維持管理や捕獲等により鳥獣害の防除を行うこととします。 

  

作業の種類 
作業の時
期（林齢） 作業の方法 回数 季節 

下刈り 

１ 

手刈り、機械刈り 

年１回 ７～９月 

２～３ 年１～２回 ６～10月 

４～10 年１回 ７～９月 

つる切り ８～12 手刈り １～２回 ６～８月 

除伐 

８～14 

チェーンソー等 

１回 随時 

15～20 １回 随時 

21～25 １回 随時 

枝打ち 

７～10 枝打ち用具 １～２回 冬季 

11～17 
枝打ち用具、機械 

１～２回 冬季 

18～25 １～２回 冬季 
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４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

 

森林が持つ公益的機能である、水源涵
かん

養機能、山地災害防止機能／土壌保全

機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化機能及び生物多

様性保全機能の各機能の高度発揮を図るため、併存する機能の発揮に配慮しつ

つ、重視すべき機能に応じた整備及び保全を行う観点から、森林を、地域の特

性、森林資源の状況並びに森林に関する自然条件及び社会的要請を総合的に勘

案の上、それぞれの森林が特に発揮することを期待されている機能に応じて区

分することとします。 

なお、公益的機能別施業森林及び木材等生産機能の維持増進を図る森林の区

域は、重複を認めるものとし、公益的機能の発揮に支障が生じないよう、施業

方法を定めることとします。 

市町村森林整備計画の策定にあたっては、次の事項を指針として、森林の有

する機能別の森林の所在、森林資源の構成、森林に対する社会的要請等を勘案

して計画事項を定めることとします。 

 

（１）公益的機能別施業森林の区域の基準及び当該区域における森林施業の方法

に関する指針 

 

ア 区域の設定の基準 

 

公益的機能別施業森林（公益的機能の維持増進を特に図るための森林施業

を推進すべき森林）の区域は、森林の有する公益的機能のうち、「水源涵
かん

養

機能」「山地災害防止機能／土壌保全機能」「快適環境形成機能」「保健・

レクリエーション機能」「文化機能」及び「生物多様性保全機能」の高度発

揮が求められており、これらの公益的機能の維持増進を図るための森林施業

を積極的かつ計画的に実施することが必要かつ適切と見込まれる森林の区域

について設定することとします。 

 

【水源涵
かん

養機能維持増進森林】 

ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林並びに地域

の用水源として重要なため池、湧水地及び渓流等の周辺に存する森林等を、

水源涵
かん

養機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとし

ます。 

・水源かん養保安林 

・干害防備保安林 

・上水道水源の集水域等 

・水源涵
かん

養機能が高い森林  など 

 



 

- 53 - 

【山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林】 

山腹崩壊等により人命・人家等施設に被害を及ぼすおそれがある森林など、

土砂の流出、土砂の崩壊の防備その他山地災害の防備を図る必要のある森林

を、山地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林として整備及び

保全を推進することとします。 

・土砂流出防備保安林 

・土砂崩壊防備保安林 

・落石防止保安林 

・山地災害危険地区 

・下流域に集落等の保全対象が有る森林 

・山地災害防止機能が高い森林  など 

 

【快適環境形成機能維持増進森林】 

県民の日常生活に密接な関わりを持つ里山等であって、騒音や粉塵等の影

響を緩和する森林及び森林の所在する位置、気象条件等からみて風害、霧害

等の気象災害を防止する効果が高い森林を、快適環境形成機能の維持増進を

図る森林として整備及び保全を推進することとします。 

・防風保安林 

・潮害防備保安林 

・集落や農地などの周縁部 

・生活環境保全機能が高い森林  など 

 

【保健・レクリエーション機能維持増進森林】 

観光的に魅力ある高原、渓谷等の自然景観や植物群落を有する森林、キャ

ンプ場や森林公園等の施設を伴う森林など、県民の保健・教育的利用等に適

した森林を、保健・レクリエーション機能の維持増進を図る森林として整備

及び保全を推進することとします。 

 

【文化機能維持増進森林】 

史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観等を

形成する森林を、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点から、文化

機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとします。 
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【生物多様性保全機能維持増進森林】 

原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にま

たがり特有の生物が生育・生息する渓畔林を、生物多様性保全機能の維持増

進を図る森林として整備及び保全を推進することとします。 

ただし、生物多様性保全機能については、伐採や自然の攪乱などにより時

間軸を通して常に変化しながらも、一定の広がりにおいて様々な生育段階や

樹種から構成される森林が相互に関係しつつ発揮される機能であり、原生的

な森林生態系や希少な生物が生育・生息する森林など属地的に発揮されるも

のを除き、区域設定の対象とはしないものとします。 

 

なお、「保健・レクリエーション機能維持増進森林」と「文化機能維持増

進森林」、「生物多様性保全機能維持増進森林」に関しては、自然景観の保全

など類似する部分があるため、「保健文化機能の維持増進を図るための森林施

業を推進すべき森林（以下「保健・文化機能維持増進森林」とする。）」とし

て区域設定を行うものとします。 

・保健保安林 

・風致保安林 

・自然公園、登山道周辺 

・森林公園、史跡等の周辺 

・希少動植物の生育・生息地 

・保健文化機能が高い森林  など 

 

＜三重県型森林ゾーニングと公益的機能＞ 

森林は様々な公益的機能を有していますが、その公益的機能の発揮を促す

ため、三重県型森林ゾーニングを活用し、効果的に森林整備を進めることと

しています。 

三重県型森林ゾーニングでは、生産林は「公益的機能の発揮に配慮しつつ、

木材の持続的な生産を行う森林」として、木材生産を主体とし、持続的な林

業経営を通じて森林を適正管理することで公益的機能の維持向上を図ります。

環境林は「原則として生産を目的とせず、森林の有する公益的機能の高度発

揮を目指す森林」として、森林を公共財と捉え、公的管理も視野に入れて針

広混交林化を進めるなど、多様で力強い森林づくりを行います。 

このことから、森林の木材生産機能に注視し、木材の持続的な生産が期待

できる木材生産機能の高い森林（木材の生産機能の維持増進を図るための森

林施業を推進すべき森林）を生産林として位置付け、それ以外の木材の持続

的な生産が期待できない森林については環境林として森林施策を進めていき

ます。 

なお、森林は様々な公益的機能を持つため、その機能は重複することがあ

ります。 
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表 17 ゾーニングと対応する取り組み 

ゾーニング 目指す方向 将来の森林の姿 該当する公益的 
機能維持増進森林 

生
産
林 

持続的利用型森林 

●環境に配慮し、資源

を持続的に利用す

ることが可能な森

林 

●幼齢から高齢まで

多様な用材林が成

立する森林 

●林内路網の高密化

による多管理施業 

●林齢の多様な森林 

●木材の生産機能の維持増進を
図るための森林施業を推進す
べき森林 

○水源の涵養の機能の維持増進
を図るための森林施業を推進
すべき森林 

○快適な環境の形成の機能の維

持増進を図るための森林施業

を推進すべき森林 

○保健文化機能の維持増進を図

るための森林施業を推進すべ

き森林 等 

環
境
林 

環
境
保
全
型
森
林 

保存型森林 ●原生的な遺伝子 

●生物、遺伝子の保全 

●自然の遷移に委ね

た生物多様性に恵

まれた森林 

●保健文化機能の維持増進を図
るための森林施業を推進すべ
き森林（生物多様性保全機能
維持増進森林を含む） 

○快適な環境の形成の機能の維
持増進を図るための森林施業
を推進すべき森林 

保全型森林 ●公益的機能を発揮

させる森林 

●下層天然複層林化

による混交林化 

●天然下種更新によ

る天然林化 

●土地に関する災害の防止及び
土壌の保全の機能の維持増進
を図るための森林施業を推進
すべき森林 

●水源の涵養の機能の維持増進
を図るための森林施業を推進
すべき森林 

人との共生型森林 

●教育の場、触れ合い

の場 

●地元住民と都市住

民との交流の場 

●混交林化や四季を

感じる森林 

●保健文化機能の維持増進を図
るための森林施業を推進すべ
き森林 

●快適な環境の形成の機能の維
持増進を図るための森林施業
を推進すべき森林 

        補足）森林は様々な公益的機能を持つため、重複した機能を○で表現 
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イ 施業の方法に関する指針 

 

公益的機能別施業森林において推進されるべき森林施業は、公益的機能発

揮に向けた育成単層林・育成複層林・天然生林ごとの誘導の考え方を踏まえ

つつ、市町村森林整備計画において、公益的機能別施業森林ごとに定めるこ

ととします。 

なお、公益的機能別森林施業の設定に当たっては、自然条件、社会的経済

的諸条件を総合的に勘案して、森林所有者が受認し得る範囲内で定めること

とします。 

 

【水源涵
かん

養機能維持増進森林】 

水源涵
かん

養機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することと

します。 

具体的には、良質な水の安定供給を確保する観点から、表土の保全に留意

するとともに下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本としつつ、適切な

保育・間伐を実施します。 

また、伐採にあたっては、裸地面積の縮小及び裸地となる期間の短縮に配

慮し、伐期の延長を図りながら、一箇所あたりの伐採面積の縮小及び分散を

図るとともに、可能な場所については択伐により林内の照度を多様にし、下

層植生の育成を促すよう配慮します。 

伐採・集材を行う際には下層植生や表土の保全に配慮し、適切な伐採・集

材の方法をとります。 

なお、自然条件や県民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進し

ます。 

 

①生産林 

持続的利用型森林として、人工林による木材生産を継続しつつ、水源涵
かん

養

機能を高度に発揮できる下層植生の豊かな成熟段階の人工林を目標としま

す。 

 

②環境林 

天然林、特に老齢段階の天然林に導くことを目標とし、下層植生や樹木

の根を発達させる施業を基本とし、水源涵
かん

養機能を高度に発揮できる森林

を目標とします。 

 

【山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林】 

山地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林として整備及び保

全を推進することとします。 
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具体的には、災害に強い国土を形成する観点から、地形、地質等の条件を

考慮した上で、表土の保全に留意しつつ林床の裸地化の縮小及び回避を図る

施業を推進することとします。また、自然条件や県民のニーズ等に応じ、天

然力も活用した施業を推進します。 

集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土砂の

流出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管理

を推進するとともに、渓岸の侵食防止や山脚の固定等を図る必要がある場合

には、谷止や土留等の施設の設置を推進することを基本とします 

 

①生産林 

皆伐などの木材生産活動による表土の流出や災害を防止するため、原則

的には生産林としての位置づけは避けることとします。 

なお、生産林として整備を進める場合に際しては、長伐期施業や複層林

施業により、表土の保全に留意しつつ林床の裸地化の縮小及び回避を図る

とともに、広葉樹の植栽、天然更新などにより、広葉樹林もしくは針広混

交林などに誘導することとします。 

 

②環境林 

天然林、特に老齢段階の天然林に導くことを目標とし、下層植生や樹木

の根を発達させる施業を基本とし、土砂の流出防備等の機能を高度に発揮

できる森林を目標とします。 

また、人工林については広葉樹等への転換を推進し、長伐期施業や複層

林施業を行うこととし、更新にあたっては、表土の保全に留意しつつ林床

の裸地化の縮小及び回避を図るとともに、広葉樹の植栽、天然更新などに

より、広葉樹林もしくは針広混交林などに誘導することとします。 

なお、特に機能の発揮が求められるものについては、択伐による複層林

施業を行うこととします。 

 

【快適環境形成機能維持増進森林】 

騒音や粉塵等の影響を緩和する森林及び風害、霧害等の気象災害を防止す

る効果が高い森林は、快適環境形成機能の維持増進を図る森林として整備及

び保全を推進することとします。 

具体的には、風や騒音等の防備や大気の浄化のために有効な森林の構成の

維持を基本とし、樹種の多様性を増進する施業や適切な保育・間伐等を推進

します。 

また、風害、霧害から住宅及び道路を防備する必要がある場所については、

主風の方向などを勘案し、適切な範囲で帯状に残存すべき森林を指定するこ

ととし、景観の連続性の確保や風致向上の観点から必要がある場所について

も、帯状に残存すべき森林として指定します。 
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①生産林 

持続的利用型森林として、人工林による木材生産を継続しつつ、長伐期

施業や複層林施業により下層植生の豊かな成熟段階の人工林を目標としま

す。 

 

②環境林 

天然林、特に老齢段階の天然林に導くことを最終的な目標とし、快適環

境形成機能を高度に発揮できる森林を目標とします。 

また、人工林については広葉樹等への転換を検討し、長伐期施業や複層

林施業により、広葉樹の植栽や天然更新などを図り、広葉樹林もしくは針

広混交林などに誘導することとします。 

なお、特に機能の発揮が求められるものについては、択伐による複層林

施業を行うこととします。 

 

【保健・文化機能維持増進森林】 

県民の保健・教育的利用等に適した森林は、保健・レクリエーション機能

の維持増進を図る森林として、史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一

体となり優れた自然景観等を形成する森林は、文化機能の維持増進を図る森

林として整備及び保全を推進することとします。 

具体的には、県民に憩いと学びの場を提供する観点から、自然条件や県民

のニーズ等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進するとと

もに、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進します。 

生物の多様性、保健休養機能などを維持、増進させるため、人工林、天然

林のバランスを取りながら多様な林相を確保するとともに、下層植生の発達

を促し、必要な場所においては風致を向上させるために適切な間伐、保育を

実施することとします。 

伐採にあたっては、一箇所あたりの伐採面積を縮小し、裸地面積の縮小及

び裸地となる期間の短縮に配慮するとともに、可能な場所については択伐に

より林内の照度を多様にし、下層植生の育成を促すよう配慮します。また、

伐採・集材を行う際には下層植生や表土の保全に配慮し、適切な伐採・集材

の方法をとることとします。 

特に生態系の保全、風致上の観点から裸地化が好ましくないと判断される

森林においては、画伐注方式により施業を実施することとします。また、森林

公園内の人工林など、風致を維持する必要がある森林については、複層林施

業または長伐期施業を実施するとともに、風致効果の高い樹種の導入を図る

こととします。なお、地域独自の景観等が求められ、風致の優れた森林の維

持又は造成のために特定の樹種の広葉樹を育成する森林施業を推進すべき森

林については、特定広葉樹育成施業を推進することとします。 
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注：「画伐」とは、単層林において，成熟木を数回または十数回に分けて伐採する漸伐の一種

で、一定の区画を定め、その区画内の樹木を伐採すること。 

 

①生産林 

持続的利用型森林として、人工林による木材生産を継続しつつ、長伐期

施業や複層林施業により下層植生の豊かな成熟段階の人工林を目標としま

す。 

 

②環境林 

天然林、特に老齢段階の天然林に導くことを最終的な目標とし、文化機

能を高度に発揮できる森林を目標とします。 

また、人工林については広葉樹等への転換を検討し、長伐期施業や複層

林施業により、広葉樹の植栽や天然更新などを図り、広葉樹林もしくは針

広混交林などに誘導することとします。 

なお、特に機能の発揮が求められるものについては、択伐による複層林

施業を行うこととします。 

公益的機能別施業森林の区域における施業の方法を定めるに際し、イメー

ジ図を下記に記します。 

ただし、施業種については諸条件を勘案して市町村森林整備計画において

定めることとします。 

 

  図 21 公益的機能別施業森林の区域における施業方法の選定 

 

伐期の延長
（標伐＋10年）

複層林施業
（択伐）

○都市近郊林等に所在する森林であって郷土樹種を中心とした
安定した林相をなしている森林
○市街地道路等と一体で優れた景観美を構成する森林
○気象緩和、騒音防止等の機能を発揮している森林

○地形について、傾斜が急、傾斜の著しい変移点がある、山
腹の凹曲部等水の集中流下する部分がある
○地質について、基岩風化が異常に進行、基岩の節理又は片
理が著しく進行、破砕帯又は断層線上、流れ盤となっている
○土壌等について、火山灰地帯等、土層内に異常な帯水層、
石礫地から成っている、表土が薄く乾性な土壌

適切な伐区の形状・配
置により、機能の確保
が可能

長伐期施業

YES

複層林施業
（択伐以外）

NO

○ダムの集水域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林、地域の
用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周囲に存する森林

YES

NO

特定広葉樹
育成施業

風致の優れた森林の維持又は造
成のために特定の樹種の広葉樹
を育成する森林施業を行うこと
が必要

（水源涵養機能維持増進森林）

（山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林）

（快適環境形成機能維持増進森林）

（保健・文化機能維持増進森林）

○湖沼、瀑布、渓谷等の景観と一体となって優れた自然美を構成
する森林
○紅葉等の優れた森林美を有する森林であって主要な眺望点か
ら望見されるもの
○ハイキング、キャンプ等の保健・文化・教育的利用の場として
特に利用されている森林
○希少な生物の保護のため必要な森林

特に機能の発揮が
求められるもの
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（２）木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域の

基準及び当該区域内における施業の方法に関する指針 

 

ア 区域の設定の基準 

 

木材等生産機能の維持増進を図る森林の区域については、林木の生育が良

好な森林で地形、地理等から効率的な森林施業が可能な森林の区域について

設定することとします。 

 

【木材等生産機能維持増進森林】 

林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林を、木材等生

産機能の維持増進を図る森林として整備を推進することとします。 

・林木の生育が良好な森林 

・路網の整備や地形等から効率的な木材生産が期待できる森林 

・木材生産機能が高い森林  など 

 

イ 施業の方法に関する指針 

 

木材等生産機能の維持増進を図る森林については、森林の公益的機能の発

揮に留意しつつ、多様な木材需要に応じた持続的・安定的な木材等の生産が

可能な資源構成となるよう努めることとし、計画的な主伐と植栽による確実

な更新、保育及び間伐等の実施、施業の集約化や路網整備等を通じた効率的

な森林整備を推進することとします。 

 

【木材等生産機能維持増進森林】 

林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林は、木材等生

産機能の維持増進を図る森林として整備を推進することとします。 

具体的には、木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点

から、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生産す

るための適切な造林、保育及び間伐等を推進することとします。この場合、

施業の集約化や機械化を通じた効率的な森林整備を推進することを基本とし

ます。 

 

①生産林 

心持ち柱材を主伐生産する場合は、標準伐期の育成単層林施業を行うと

ともに、豊かな森林生産力が期待され、投資の効率性が確保される森林に

ついては、持続可能な単層状態の森林とします。 

そのほか、大径材生産を目指し、長伐期施業を行うとともに、複層林施

業へと誘導します。 
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（３）その他必要な事項 

 

ア 複層林施業の方法に関する指針 

 

複層林の造成後は、上層木の成長に伴って、林内相対照度が低下し下層木

の成長が抑制されることから、下層木の生育を確保するため適時に間伐を実

施することが必要となります。この場合、上層木の切り過ぎによる公益的機

能の低下を防止するため、一定の立木密度は常に維持します。 

なお､複層林については一般的には風害に弱いため､風衝地等には造成しな

い方針が必要となります｡ 

複層林施業を推進すべき森林における施業の実施基準に関しては下記を参

考にすること。 

 

図 22 複層林施業を推進すべき森林における施業の実施基準 

 

※ここでいう「択伐」とは、森林の構成を著しく変化させることなく、逐次更新を確保する

ことを旨として行う主伐であって、次に掲げるものをいう。 

①樹群を単位とする伐採で、その伐採によって生ずる無立木地の面積が 0.05ha 未満である

もの 

②伐採区域の立木を概ね均等な割合で単木的に又は 10ｍ未満の幅の帯状に選定する伐採 

○ 複層林施業を推進すべき森林における施業の実施基準（図22）

保残帯の幅

10 10 10 10

ｍ ｍ ｍ ｍ

未 未 未 未

満 満 満 満

20ｍ

以上帯状伐採

伐

区

の

形

状

【単層林である場合】R yが0.85以上の森林について、R yが0.75以下となるよう伐採

主伐の実施後５年経過しても更新が図られていない場合、一部又は全部を植栽

【植栽によらなければ適確な更新が困難な森林】標準的な植栽本数を２年以内に植栽
植栽の方法

間伐の方法

20ｍ

以上

20ｍ

以上

20ｍ

以上

20ｍ

以上

20ｍ

以上

　伐採する帯の幅：40ｍ未満 　伐採する帯の幅：10ｍ未満

20ｍ

以上

40ｍ

未満

20ｍ以上

40ｍ

未満

20ｍ以上(ただし、伐採率・維持材積に応じて適切に設定)

　伐区面積：1ha未満 　伐区面積：0 . 0 5ha未満

択伐による施業

30％以下

(伐採後の造林を人工植栽による場合40％)

複層林施業を推進すべき森林

択伐以外の施業

70％以下

標準伐期齢における立木材積の70％以上標準伐期齢における立木材積の50％以上

伐採率(材積率)

維持材積

群状伐採

約25ｍ

１ha １ha

20ｍ以上

20ｍ以上 約113ｍ

20ｍ
以上

20ｍ
以上

20ｍ
以上

20ｍ以上

20ｍ以上

20ｍ
以上

20ｍ
以上

20ｍ
以上

0.05
ha

0.05
ha

0.05
ha

20ｍ
以上

維持材積の

規律により、
保残帯の幅

は20ｍより

も広く設定
する必要
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イ 長伐期施業の方法に関する指針 

 

長伐期施業は、公益的機能をより高度に発揮させるため、原則として主伐

の時期は市町村森林整備計画で定めた標準伐期齢のおおむね２倍の林齢以上

とします。 

林木の成長による過密化に伴う林内相対照度の低下を防止して下層植生を

適正に維持するため、適切に間伐を実施しますが、立木の伐り過ぎによる公

益的機能の低下を防止するため、一定の蓄積を維持できるよう成長量相当分

を間伐として伐採するようにします。 

 

ウ 特定広葉樹育成施業の方法に関する指針 

 

特定広葉樹は、郷土樹種を主体として、地域独自の景観、多様な生物の生

息・生育環境を形成する森林を構成する樹種を指定します。 

特定広葉樹の立木の伐採については、常に特定広葉樹の立木の蓄積が維持

される範囲において行います。 

特定広葉樹以外の立木については特定広葉樹が優勢となる森林を造成し、

又はその状態を維持するため、伐採を促進します。 

天然更新に必要な母樹のない森林など植栽によらなければ特定広葉樹の適

確な生育を確保することが困難な森林の主伐跡地には、当該樹種を植栽する

ほか、天然更新が見込まれる場合においても、必要に応じ、萌芽・植栽等の

更新補助作業を行います。 

特定広葉樹の適確な生育に必要な芽かき、下刈、除伐等の保育を実施し、

特に竹の侵入により特定広葉樹の生育が妨げられている森林については、継

続的な竹の除去を行います。 
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５ 林道等の開設その他林産物の搬出に関する事項 

 

森林の整備及び保全には路網の整備が不可欠であり、生産林においては施業

等の効率化に必要な路網を整備する一方、環境林においては管理に必要となる

最小限の路網を整備又は既存の路網を維持するなど、目標とする森林の状態に

応じた路網整備を進めることとします。 

 

（１）林道等の開設及び改良に関する基本的な考え方 

 

林道等路網の開設については、傾斜等の自然条件、事業量のまとまり等、

地域の特性に応じて、環境負荷の低減に配慮し、木材の搬出や多様な森林へ

の誘導等に必要な森林施業を効果的かつ効率的に実施し、森林整備や木材生

産を進める上での幹線となる「林道」、林道を補完し、森林作業道と組み合

わせて森林施業の用に供する「林業専用道」、主として林業機械が走行し集

材や造材等の作業を行う「森林作業道」からなる路網と高性能林業機械を組

み合わせた低コストで効率的な作業システムに対応したものとします。 

また、自然条件や社会的条件が良く、将来にわたり育成単層林として維持

する森林を主体に整備を加速化させるなど、森林施業の優先順位に応じた整

備を推進することとします。 

 

①生産林 

生産林に区分された森林については、高密度路網の開設を積極的に進め、

低コスト作業システムの導入を図ることとします。開設にあたっては、伐

開幅の縮小、排水勾配の工夫など、開設費用の縮減及び土壌流出の防止な

どに配慮して実施することとします。 

 

②環境林 

環境林に区分された森林については、森林の公益的機能を維持する施業

を行うために、必要な範囲で路網の開設を実施することとします。開設に

あたっては森林作業道などを主体とし、低コストでの開設を図るとともに、

施業の必要がなくなった場合には速やかに自然状態に回復するよう配慮す

ることとします。 

ただし、森林公園のようにレクリエーションに供される森林などで、来

訪者のアクセスの利便性を確保する必要がある場合には、伐開幅、切土量

などを縮減し、環境への影響を最小限にするよう配慮して開設を行うこと

とします。 

 

 

  表 18 基幹路網の現状 
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                            単位 延長：km 

区  分 路線数 延長 

基幹路網 244 347 

 うち林業専用道 0 0 

 

（２）効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムの基

本的な考え方 

 

路網整備にあたっては、林業生産性の向上を図るため、路網と高性能林業

機械の適切な組み合わせによる生産性の高い作業システムを構築することが

重要です。その際には、導入する高性能林業機械の性能を最大限に発揮させ

るため、合理的に路網を配置する必要があります。 

具体的な施業を想定し、緩傾斜・中傾斜地においては車両系を主体とする

作業システムの導入を、また、急傾斜地・急峻地においては架線系を主体と

する作業システムの導入を図ることとし、耐久性と経済性の両立を追求しつ

つ、木材の輸送コスト縮減のためのトラック等が走行する林道（丈夫で簡易

な構造の林業専用道を含む。）、集運材や造材等を行う林業機械が主として

走行する森林作業道を適切に組み合わせて整備（既設路網の改良を含む。）

していくこととします。 

なお、最適な作業システムは、地形・地質、土質等の自然条件等に応じて

多様なものが想定されます。 

 

表 19 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準 

区分 作業システム 路網密度 
 

基幹路網 

緩傾斜地（０°～ 15°） 車両系作業システム 100m/ha以上 35m/ha以上 

中傾斜地（15°～ 30°） 
車両系作業システム 75m/ha 以上 25m/ha 以上 

架線系作業システム 25m/ha 以上 25m/ha 以上 

急傾斜地（30°～ 35°） 
車両系作業システム 60m/ha 以上 15m/ha 以上 

架線系作業システム 15m/ha 以上 15m/ha 以上 

急峻地（35°～ ） 架線系作業システム ５m/ha 以上 ５m/ha 以上 

注１： 「架線系作業システム」とは、林内に架設したワイヤーロープに

取り付けた搬器等を移動させて木材を吊り上げて集積するシステム。

タワーヤーダ等を活用する。 

 ２： 「車両系作業システム」とは、林内にワイヤーロープを架設せず、

車両系の林業機械により林内の路網を移動しながら木材を集積、運

搬するシステム。フォワーダ等を活用する。 

 

（３）路網整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域（路網整備等推進区域）
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の基本的な考え方 

 

森林経営計画などで集約化施業を予定している森林や木材搬出を予定して

いる森林などにおいて、緊急且つ重点的に路網整備を実施する必要のある区

域を路網整備等推進区域として設定し、林道・林業専用道・森林作業道など

を効果的に開設又は改良することにより、集約化施業や木材搬出を推進する

こととします。 

 

（４）路網の規格・構造についての基本的な考え方 

 

路網整備にあたっては、適切な規格・構造の路網の整備を図る観点等から、

林道規程（昭和 48 年 4 月 1 日 48 林野道第 107 号林野庁長官通知）、林業専

用道作設指針（平成 22 年 9 月 4 日 22 林整整第 602 号林野庁長官通知）及び

森林作業道作設指針（平成 22 年 11 月 17 日林整整第 656 号林野庁長官通知）

のほか、三重県林業専用道作設指針（平成 23 年 3 月 24 日環森第 06-590 号）

及び三重県森林作業道作設指針（平成 23 年 3 月 24 日環森第 06-591 号）によ

り開設することとします。 

また、林道の開設にあたっては、森林の利用形態や地形・地質等を勘案し、

丈夫で簡易な規格・構造を柔軟に選択しつつ、伐開幅や切土量などの縮減、

排水勾配の工夫など、開設費用の縮減および土壌流出の防止などに配慮して

環境への影響を最小限にするよう配慮して開設を行うこととします。 

 

（５）更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する森林の所在及びその搬出

方法 

該当なし 

 

（６）その他必要な事項 

 

【森林作業道の整備】 

生産林に区分された森林については、林道や作業道等を適切に組み合わせ

た高密度路網の開設を積極的に進め、低コスト作業システムの導入を図りま

す。開設にあたっては、伐開幅の縮小、排水勾配の工夫など、開設費用の縮

減および土壌流出の防止などに配慮して実施することとします。 

環境林に区分された森林については、森林の公益的機能を維持する施業を

行うために、必要な範囲で路網の開設を実施することとします。開設にあた

っては、森林作業道などを主体とし、低コストでの開設を図るとともに、施

業の必要がなくなった場合には速やかに自然状態に回復するなど、環境への

影響を最小限にするよう配慮します。 

６ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施
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業の合理化に関する事項 

 

計画区内の森林所有者、森林組合等の林業事業体、市町等の関係者の合意形

成を図りつつ、森林施業の共同化、林業後継者の育成、林業機械化の促進及び

木材流通・加工体制の整備など、総合的な森林･林業諸施策の計画的な実施を

図ることとします。 

 

（１）森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大及び森林施業の共同化

に関する方針 

 

林業の収益性が低迷する中、森林資源は利用期を迎えており搬出間伐の促

進が求められています。 

これを円滑に実施するには施業地の集約化や施業の効率化等が必要となる

ことから、森林施業の共同実施、路網の整備・維持運営等を内容とする施業

実施協定の締結や、森林経営の長期受委託による森林経営規模の拡大等を推

進することとします。 

具体的には、県、市町、森林組合等による地域協議会の開催や森林所有者

等への普及啓発活動を積極的に行うほか、意欲ある森林所有者、森林組合、

民間事業体に対し、長期の受委託に必要となる情報の提供や助言、あっせん

などを推進します。 

市町は、森林施業の指導・監督の主導的役割を果たすほか、森林組合又は

事業体等と連携して森林整備、森林施業の共同化の推進を図るものとします。

その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、森林の土地の所有者等の情

報を整備・提供するほか、森林組合等による施業内容や収支を明示した提案

型施業の普及及び定着を促進するものとします。また、面的にまとまった共

有林での施業の促進や経営意欲の低下した森林所有者等の森林について森林

組合等による森林の保有・経営の円滑化を図るものとします。 

 

（２）経営管理制度の活用の促進に関する方針 

 

森林の経営管理（自然的経済的社会的諸条件に応じた適切な経営または管理

を持続的に行うことをいう。）を森林所有者自ら実行できない場合には、市町

が経営管理の委託を受け、林業経営に適した森林については意欲と能力のある

林業経営者に再委託するとともに、再委託できない森林及び再委託に至るまで

の間の森林については市町村が自ら経営管理を実施する森林経営管理制度の

活用を促進するものとします。 

 

（３）林業に従事する者の養成及び確保に関する方針 
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三重県の林業従事者は年々減少を続けており、現在従事している作業者も

若返りの傾向がみられるものの、依然として高齢者が高い割合を占めていま

す。 

健全な森林を維持するとともに、主伐を促進し木材生産量を増大させてい

くためには、架線集材などの高度な技術の伝承と新たな林業従事者の確保及

び養成が必要不可欠です。 

新たに林業に従事する者の確保及び養成については、就業相談会の開催や

就業体験等を実施するほか、平成 31 年度に開校した「みえ森林・林業アカデ

ミー」において、技能・技術の習得のための計画的な研修を行うこととして

います。 

新規雇用の促進と就業者の定着を図るために、森林組合等の林業事業体に

おける雇用関係の明確化、雇用の安定化、他産業並みの労働条件の確保等、

雇用管理の改善を図るとともに、就業希望者への情報の提供や定住化のため

の住宅の提供など、就業環境の整備、各種社会保障制度の充実、技術向上の

ための研修などの条件整備を推進することとします。 

また、関係者が一体となって年間を通じて安定的な事業量を確保できるよ

う努めるほか、経営の多角化や合併・協業化、生産性の向上等による事業の

合理化を促進するとともに、経営方針の明確化や生産管理手法の導入などを

通じた林業経営基盤の強化により、地域の林業の担い手となり得る経営感覚

に優れた林業経営体及び林業事業体を育成することとします。さらに、林家

等に対する経営手法・技術の普及指導に積極的に取り組みます。 

 

（４）作業システムの高度化に資する林業機械の導入の促進に関する方針 

 

作業システムの高度化については、地形などの条件に適合し、森林施業の

効率化や労働災害の減少等に資する高性能、小型及び軽量の林業機械等の積

極的な導入や稼働率の向上を促進します。 

また、傾斜等自然条件、路網の整備状況、事業量のまとまり等地域の特性

に応じて、環境負荷の低減に配慮し、搬出間伐の実施や複層林への誘導に必

要な非皆伐施業にも対応した作業システムの導入とその普及及び定着を推進

するとともに、伐採や搬出用の高性能林業機械を活用し、現地の作業条件に

応じた作業システムを効率的に展開できる技術者の養成を計画的に推進する

こととします。 

更に、これと併せて、高性能林業機械の導入及び効率的な利用を確保する

ため、地域の特質を踏まえ、リースやレンタルの活用、機械の共同利用等、

林業機械の利用体制の整備を促進します。 

 

（５）林産物の利用の促進のための施設の整備に関する方針 
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木材加工・流通体制の整備については、地域の状況を踏まえ、森林所有者

等から木材加工業者等に至る需要に応じた効率的で安定した取引関係の確立

を促進します。 

また、施設・設備の大型化・高性能化、複数の中小工場の連携による生産

の効率化や、木材生産者や木材加工業者、工務店等が連携した取組等による

加工・流通コストの低減や供給ロットの拡大など、需要者のニーズに即して

木材製品を安定的に供給し得る体制を整備するとともに、地域における熱利

用及び熱電併給等に向けた関係者の連携等を促進します。 

 

（６）その他必要な事項 

 

森林の多面的機能の発揮に重要な役割を果たしている山村地域の振興の観

点から、林業及び木材産業の成長産業化による就業機会の創出や生活環境の

整備により、山村における定住を促進するとともに、レクリエーションや森

林環境教育等の場としての森林空間の総合的な利用の推進により、都市と山

村の交流を促進するものとします。 

また、自伐林家をはじめ、地域住民やＮＰＯ等の多様な主体による森林資

源の利活用等を進めるものとします。 
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第４ 森林の保全に関する事項 

 

１ 森林の土地の保全に関する事項 

 

（１）樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に特に留意すべき森林の地区 

 

表 20 樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に特に留意すべき森林の地区 

単位 面積：ha 

所在 
面積 留意すべき事項 備考 

市町 地区 

四日市市 － 329 左記森林は、国土の保

全、水源涵
かん

養等林地の

有する公益的機能の維

持向上を図るため、適

正な管理並びに適切な

施業の実施による林地

の保全を図るほか、土

地の形質の変更に当た

って、林地の保全に支

障を及ぼすことのない

よう十分留意するもの

とする。 

水源かん養保安林 
土砂流出防備保安林 

土砂崩壊防備保安林 
桑名市 － 496 

鈴鹿市 － 1,312 

亀山市 － 4,021 

いなべ市 － 4,507 

東員町 － 13 

菰野町 － 2,913 

朝日町 － 1 

津市 － 10,643 

 

（２）森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する必要のある森林及び

その搬出方法 

 

該当なし 

 

（３）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項 

 

土石の切取、盛土等土地の形質の変更に当たっては、林地の保全に支障を

及ぼすことのないよう十分留意し、土地の形質の様態、地形、地質等の条件、

行うべき施業の内容等に留意してその実施区域の選定を行うとともに、土石

の切取、盛土を行う場合には法面の安定を図り、必要に応じ法面保護のため、

法面緑化工、土留工等の施設を設け、その他の土地の形質の変更の場合には、

その様態に応じて土砂の流出、崩壊等の防止に必要な施設を設ける等保全措

置を講じます。 
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（４）その他必要な事項 

 

森林の土地の保全に当たっては、（１）から（３）のほか、次のことに留意するものと

します。 

・１回の伐採面積の縮小 

・人工林周囲及び集落周辺の天然林の保存 

・択伐作業の導入 

・伐採後の早期更新と適切な管理育成 
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２ 保安施設に関する事項 

 

（１）保安林の整備に関する方針 

 

保安林については、流域における森林に関する自然的条件、社会的要請及

び保安林の配備状況等を踏まえ、水源の涵
かん

養、災害の防備、保健・風致の保

存等の目的を達成するため保安林として指定する必要がある森林について、

水源かん養保安林、土砂流出防備保安林、保健保安林等の指定に重点を置い

て保安林の配備を計画的に推進するとともに、必要に応じて指定施業要件を

見直し、その保全を確保することとします。 

 

（２）保安施設地区の指定に関する方針 

 

該当なし 

 

（３）治山事業の実施に関する方針 

 

治山事業については、県民の安全・安心の確保を図る観点から、災害に強い

地域づくりや水源地域の機能強化を図るため、事前防災・減災の考え方に立ち

緊急かつ計画的な実施を必要とする荒廃地等を対象として、植栽及び本数調整

伐等の保安林の整備並びに渓間工、山腹工及び地下水排除工等の治山施設の整

備を、流域特性等に応じた形で計画的に推進することとします。 

また、流木対策としては、流木捕捉式治山ダムの設置や根系等の発達を促す

間伐等の森林整備、流木化して下流域へ被害を及ぼす可能性の高い流路部の立

木の伐採等に取り組むこととする。 

その中で流域保全の観点からの関係機関が連携した取組や地域における避難

体制の整備などのソフト対策との連携を通じ、山地災害の減災に向け、事業実

施等の効果的な対策を講じます。その際、土砂流出防備等の機能の十分な発揮

を図る観点から、保安林の配備による伐採等に対する規制措置と治山事業の実

施の一体的な運用、既存施設の長寿命化対策の推進を含めた総合的なコスト縮

減に努めるとともに、現地の実情を踏まえ、必要に応じて、在来種による緑化

や治山施設への魚道の設置など生物多様性の保全に努めることとします。 

 

（４）特定保安林の整備に関する事項 

 

指定の目的に即して機能していないと認められる保安林であって、その区

域内に次のア～ウに掲げる要件の全てを満たす森林が存するものについては、

当該保安林を特定保安林として指定するとともに、その整備に当たっては、

間伐等の必要な施業等を積極的かつ計画的に推進して、当該目的に即した機
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能の確保を図るものとする。 

特に、造林、保育、伐採その他の施業を早急に実施する必要があると認め

られる森林については、要整備森林とし、森林の現況等に応じて、必要な施

業の方法及び時期を明らかにした上で、その実施の確保を図ることとする。 

 

ア 下層植生が消失しており、森林土壌が流出し、又はそのおそれがある

と認められる森林、林冠が疎開しており、林木の生育状況等からみてうっ

閉せず、又はうっ閉するまで長期を要すると認められる森林、つる類が繁

茂している等林相が著しく悪化し、又はそのおそれがあると認められる森

林等、下層植生や土壌の状況、樹冠疎密度、林木の生育状況等からみて、

指定の目的に即して機能することを確保するため早急に施業を実施する

必要があると認められること。 

イ 気候、地形、土壌等の自然的条件からみて、施業を行うことにより、健

全な林木の生育が見込まれ、指定の目的に即して機能することを確保し得

ると認められること。 

ウ 法令上の制限、林道の整備状況等からみて、森林所有者等に施業を実施

させることが相当であると認められること。 

 

（５）その他必要な事項 

 

該当なし 
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３ 鳥獣害の防止に関する事項 

 

（１）鳥獣害防止森林区域の基準及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法に

関する方針 

 

伐採後の適確な更新の確保及び造林木の着実な育成を確保し、森林の有する

公益的機能の維持を図るため、鳥獣害を防止するための措置を実施すべき森林

を「鳥獣害防止森林区域」として定め、防止対策を講じることとします。なお、

「鳥獣害防止森林区域」及び「当該区域内における鳥獣害の防止の方法」は、

鳥獣による被害状況及び鳥獣の生息状況に鑑みた被害発生のおそれの程度等を

勘案して市町村森林整備計画で定めることとします。 

 

ア 区域の設定の基準 

「鳥獣害防止森林区域の設定に関する基準について」（平成28年10月20

日付け28林整研第180号林野庁長官通知）に基づき、ニホンジカ等の対象鳥

獣の別に、当該対象鳥獣による森林被害の状況等を把握できる全国共通の

データ、その他の対象鳥獣による森林被害情報又は対象鳥獣の生息に関す

る情報等に基づき、鳥獣害を防止するための措置を実施すべき森林の区域

を設定することとします。 

 

イ 鳥獣害の防止の方法に関する方針 

森林の適確な更新及び造林木の確実な育成を図るため、地域の実情に応じ

て、ニホンジカ等の対象鳥獣の別に、被害の防止に効果を有すると考えられ

る方法により植栽木の保護措置又は捕獲による鳥獣害防止対策を推進するこ

ととします。 

その際、関係行政機関等と連携した対策を推進することとし、鳥獣保護管

理施策や農業被害対策等との連携・調整に努めることとします。 

 

（２）その他必要な事項 

 

鳥獣害の防止の方法の実施状況を確認する方法については、必要に応じて

森林所有者や区域内で森林施業を行う林業事業体等からの情報収集、各種会

議での情報交換、植栽木の保護措置の実施箇所への調査･巡回等に努めること

とします。 
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４ 森林病害虫の駆除及び予防その他の森林の保護に関する事項 

 

健全な森林の育成により病虫害、寒風害などに対する耐性の高い人工林、天

然林を育成するとともに、野生鳥獣の餌場となる広葉樹林の育成により獣害の

抑制に貢献することを目指します。また、病虫害や獣害を早期に発見し、迅速

な対応を行うため、日常の森林巡視により森林の状態を監視します。 

 

（１）森林病害虫等の被害対策の方針 

 

病害虫等による被害の未然防止、早期発見及び早期駆除に努めることとし

ます。特に、松くい虫による被害については、被害抑制のための健全な松林

の整備と防除対策の重点化、地域の自主的な防除活動等の一層の推進を図る

とともに、被害の状況等に応じ、被害跡地の復旧及び抵抗性を有するマツ又

は他の樹種への計画的な転換の推進を図ることとします。なお、抵抗性を有

するマツの転換に当たっては、気候、土壌等の自然的条件に適合したものを

導入することとします。 

また、ナラ枯れ被害についても、被害監視から防除実行までの地域の体制

づくり、新たな技術の導入も含めた適切な防除を推進するとともに、里山等

における広葉樹林の整備を通じた被害の未然防止を図ることとします。 

 

○松くい虫被害対策 

 

森林病害虫等防除法に基づき、保安林等高度な公益的機能を有する松林を

「高度公益機能森林」に指定、また松くい虫被害が高度公益機能森林へ拡大

することを防止するために防除が必要な松林を「被害拡大防止森林」に指定

し、保全すべき松林をさらに特定して拠点的な防除対策を実施することとし

ます。 

また、市町における保全すべき松林を「地区保全森林」及び「地区被害拡

大防止森林」に指定して、市町における保全すべき森林を特定して、防除対

策を実施することとします。 

 

【高度公益機能森林】 

土砂流出の防備、保健休養、景勝地・観光地としての風致機能、海岸部の

飛砂・防風機能が高く、樹種として松が主にその機能を果たしていると認め

られる森林を高度公益機能森林として指定。 

高度公益機能森林では、薬剤の地上散布、樹幹注入による予防措置の実施

に重点をおき、また被害木が発生した場合にはまん延を徹底的に防止するた

め、被害木を伐採して、破砕または焼却する特別伐倒駆除、または薬剤散布

または薬剤くん蒸処理する伐倒駆除を実施することとします。 
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【被害拡大防止森林】 

高度公益機能森林に近接し、松の混合割合が高く、高度公益機能森林を保

全するため一体的に松くい虫防除を行う必要があると認められる森林を被害

拡大防止森林として指定。 

被害拡大防止森林では、高度公益機能森林への被害の発生源にならないよ

うに、伐倒駆除等の発生源除去を目的とした駆除措置の実施を重点におき、

発生源駆除の視点から有効な場合には地上散布等予防措置を実施することと

します。 

また、被害の状況から薬剤防除の限界を考慮し、その森林に適合する林相、

樹種等を見極めて、樹種転換を図ることにも努めます。 

 

【地区保全森林】 

高度公益機能森林の保全を図り、あるいは地域における防風、保健休養等

の高度な機能があり、自主的に防除を推進する必要があると認められる松林

を地区保全森林として指定。 

地区保全森林では、市町により保全すべき松林として、地域の生活環境等

実情に応じ、被害のまん延を防止するため伐倒駆除等駆除措置を重点に、地

上散布、樹幹注入の予防措置を効果的に組み合わせ実施することとします。 

 

【地区被害拡大防止森林】 

高度公益機能森林や地区保全森林を保全するため、一体的に松くい虫防除

を行う必要があると認められる森林を地区被害拡大防止森林として指定。 

地区被害拡大防止森林では、高度公益機能森林及び地区保全森林に被害を

及ぼす松くい虫の発生源にならないよう防除を行う森林として、被害拡大防

止森林に準じて防除、樹種転換を実施することとします。 

 

（２）鳥獣害対策の方針（３に掲げる事項を除く。） 

 

３（１）アにおいて定める対象鳥獣以外の鳥獣による森林被害や鳥獣害防

止森林区域外における対象鳥獣による森林被害については、その防止に向け、

鳥獣保護管理施策や農業被害対策等との連携を図りつつ、モニタリングに基

づく個体数調整や市町、森林組合等の林業事業体及び森林所有者等が協力し

て計画的に行う防護柵の設置等広域的な防除活動等を総合的かつ効果的に推

進することとします。 

また、野生鳥獣との共存にも配慮した針広混交の育成複層林の整備、野生

鳥獣と地域住民の棲み分けに配慮した緩衝帯の整備等を推進します。 
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（３）林野火災の予防の方針 

 

被害拡大が速く早急な対応が要求される林野火災に対しては、被害を未然

に防止するため、林内歩道等の整備を図りつつ、森林巡視、山火事警防等を

適時適切に実施するとともに、防火線、防火樹帯等の整備、初期消火資材の

配備などを行うこととします。 

また、保護標識などの設置により入山者へ注意喚起を図ります。 

森林病害虫の駆除や造林の地ごしらえ等を目的に火入れを実施する場合に

は、森林法に基づき適正な手続きを行うとともに、市町村森林整備計画に定

める事項に従うこととします。 

 

（４）その他必要な事項 

 

【森林の巡視に関する事項】 

タバコのポイ捨てなどによる森林火災、不法投棄などの防止、病虫害、獣

害の早期発見のため、県職員、三重県自然環境保全指導員により入山者に対

する指導及び森林巡視を行います。また、巡視情報を地域の森林組合や民間

事業体、森林所有者などと共有し、よりきめ細かい監視を実施することとし

ます。 
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第５ 保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項 

 

（１）保健機能森林の区域の基準 

 

保健機能森林は、湖沼、渓谷等と一体となって優れた自然美を構成している

森林等保健機能の高い森林のうち、自然環境の保全に配慮しつつ、森林の存す

る地域の実情、森林の利用者の意向等からみて、森林の保健機能の増進を図る

ため整備することが適当であり、かつ、その森林施業の担い手が存在するとと

もに、森林保健施設（以下「施設」という。）の整備が行われる見込みのある

森林について設定することとします。ただし地域の実状などに鑑みた場合に生

産林を区域に含めることを妨げるものではありません。 

なお、ここでいう森林保健施設とは下表のとおりです。 

 

表 21 森林保健施設の種類 

施設区分 内容 

①休養施設 
森林を利活用した快適性の増進のための施設 

休憩施設、森林浴施設、展望施設及びこれらに類する施設 

②教養文化施設 
森林を利活用した学習活動、美術、工芸等の活動のための施設 

森林博物館、樹木園、林業体験学習施設、野外劇場及びこれらに類する施設 

③スポーツ又はレクリ
エーション施設 

森林を利活用したスポーツ又はレクリエーションに資するための施設 

野営場、遊歩道、広場、フィールド・アスレチック、サイクリングロード、

クロスカントリースキー場、バードウォッチング施設、ロッジ、キャビン、

バンガロー及びこれらに類する施設 

④宿泊施設 
森林に滞在し森林内の活動の利便性の増進のための施設 

貸し別荘、ペンション及びこれらに類する施設 

⑤これらの施設の利用
上必要な施設 

①から④までに掲げる施設の利用上必要な施設 

販売施設、飲食施設、駐車場、案内施設、管理施設及びこれらに類する施設 
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（２）その他保健機能森林の整備に関する事項 

ア 保健機能森林の区域内の森林における施業の方法に関する指針 

 

保健機能森林の施業については、森林の保健機能の一層の増進を図るととも

に、森林保健施設の設置に伴う森林の有する水源の涵
かん

養及び国土保全等の機能

の低下を補完するため、自然環境の保全及び森林の有する諸機能の保全に配慮

しつつ、森林の特色を踏まえて、多様な施業を積極的に実施することとします。 

また、快適な森林環境の維持及び利用の利便性にも配慮し、間伐、除伐等の

保育を積極的に行うこととします。 

生産林については複層林施業または長伐期施業を行うとともに、下層植生の

育成及び風致効果の高い樹種の導入を図ることとします。また、皆伐はできる

だけ行わず、択伐、画伐などにより伐採することとします。 

環境林については針広混交林または広葉樹林へ誘導するとともに、風致の維

持のため適切な保育、間伐などを実施することとします。 

 

イ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する指針 

 

森林保健施設の整備に当たっては、自然環境の保全、県土の保全及び文化財

の保護に配慮しつつ、当該森林の自然条件、地域の実情、森林レクリエーショ

ンの動向、利用者の意向等を踏まえて、多様な森林保健施設の整備を行うこと

とします。 

また、対象森林を構成する立木の期待平均樹高（その立木が標準伐期齢に達

したときに期待される樹高（既に標準伐期齢に達している立木にあってはその

樹高））を定めることとします。 

なお施設は周囲の景観との調和を図るため、木材、ウッドチップなどの自然

素材を使用することを基本とし、現地発生材や県産材を積極的に使用するもの

とします。また、施設においては森林に関する展示などを行い、来訪者が森林

文化を学べるよう配慮することとします。 

 

ウ その他必要な事項 

 

保健機能森林の管理及び運営に当たっては、自然環境の保全に配慮しつつ、

森林の保全と両立した森林の保健機能の増進が図られるよう、地域の実情、利

用者の意向等を踏まえて、森林及び森林保健施設の適切な管理、防火体制及び

防火施設の整備並びに利用者の安全及び交通の安全・円滑の確保に留意するこ

ととします。 

なお、保健機能森林の設定、保健機能森林の整備等に当たっては、当該森林

によって確保されてきた自然環境の保全及び県土の保全に適切な配慮を行う

こととします。 
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第６ 計画量等 

 

１ 間伐立木材積その他の伐採立木材積 

                                                         単位 材積：千㎥ 

区分 

総数 主伐 間伐 

総
数 

針
葉
樹 

広
葉
樹 

総
数 

針
葉
樹 

広
葉
樹 

総
数 

針
葉
樹 

広
葉
樹 

総 数 1,225 1,183 42 349  314 35 876  869 7 

 前半５カ年
の計画量 

557 538 19 159 143 16 398 395 3 

 

 

２ 間伐面積 

                  単位 面積：ha 

 

 

 

 

 

 

３ 人工造林及び天然更新別の造林面積 

                            単位 面積：ha 

 

 

 

 

 

区分 間伐面積 

総 数 15,777 

 前半５カ年の計画量  7,171 

区分 人工造林 天然更新 

総 数 1,517 477 

 前半５カ年の計画量  690 217 
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４ 林道の開設及び拡張に関する計画 

                                                      単位  延長：km  面積：ha 

開設／

拡張 
種類 (区分) 

位置 

(市町) 
路線名 

(延長

及び箇

所数) 

(利用

区域

面積) 

前半５カ

年の計画

箇所 

対図

番号 
備考 

開設 自動 
車道 林道 桑名市 八壺谷 2.3 464   ①  

〃 〃 〃 〃 美鹿 0.5 231   ②  

〃 〃 〃 〃 古野 1.5 173   ③  

      小計 3 路線 4.3        

                   

開設 自動 
車道 林道 亀山市 鈴鹿北 2.5 2,904   ①  

〃 〃 〃 〃 花の木谷 1.5 487   ②  

〃 〃 〃 〃 真谷 0.3 110   ③  

〃 〃 〃 〃 花の木原 0.6 347   ④  

〃 〃 〃 〃 柚の木 0.4 221   ⑤  

      小計 5 路線 5.3        

                   

開設 自動 
車道 林道 菰野町 宗利谷 0.8 143   ①  

      小計 1 路線 0.8        

                   

開設 自動 
車道 林道 津市 経ヶ峰 6.9 1,069 ○ ①  

〃 〃 〃 〃 中畑 1.1 71 ○ ②  

〃 〃 〃 〃 宇谷  0.4 72   ③  

〃 〃 〃 〃 井ケ谷  0.7 17   ④  

〃 〃 〃 〃 中田 0.3 20   ⑤  

〃 〃 〃 〃 大沢 1.0 100   ⑥  

〃 〃 〃 〃 小俣支 0.8 60   ⑦  

〃 〃 〃 〃 火の谷 0.7 50   ⑧  

〃 〃 〃 〃 寺谷 0.4 50   ⑨  

〃 〃 〃 〃 室の口 0.7 50   ⑩  

〃 〃 〃 〃 小俣 0.8 60   ⑪  

〃 〃 〃 〃 小山 0.7 50   ⑫  

〃 〃 〃 〃 嘉嶺 1.0 166   ⑬  

〃 〃 〃 〃 我ヶ浦 0.5 443   ⑭  

〃 〃 〃 〃 中津漆 1.5 50   ⑮  

〃 〃 林業 
専用道 〃 漆高所山 0.6 40   ⑯  

〃 〃 〃 〃 八対野 1.0 100   ⑰  

      小計 17 路線 19.1        

  計  26 路線 29.5     
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                                                      単位  延長：km  面積：ha 

開設／

拡張 
種類 (区分) 

位置 

(市町) 
路線名 

(延長及び 

箇所数) 

(利用 

区域 

面積) 

前半５カ

年の計画

箇所 

対図

番号 
備考 

拡張 
(改良) 

自動 
車道 林道 鈴鹿市 平の谷 6 箇所 0.1 162     

〃 〃 〃 〃 御幣 13 箇所 0.3 1,041  ○   

      小計 2 路線 19 箇所 0.4       

                    

拡張 
(改良) 

自動 
車道 林道 亀山市 安楽越 1 箇所 0.5 700     

〃 〃 〃 〃 鈴鹿南 10 箇所 0.2 1,559  〇   

〃 〃 〃 〃 船石 4 箇所 0.1 174     

〃 〃 〃 〃 神大滝 5 箇所 0.3 183     

〃 〃 〃 〃 北在家中津川 2 箇所 0.2 737     

〃 〃 〃 〃 鈴鹿南 3 箇所 0.2 103     

〃 〃 〃 〃 柚ノ木越線 1 箇所 0.1 913    

〃 〃 〃 〃 花ノ木原 1 箇所 0.2 134     

〃 〃 〃 〃 板屋 1 箇所 0.3 487     

〃 〃 〃 〃 神武 1 箇所 1.1 283     

      小計 10 路線 29 箇所 3.2       

                    

拡張 
(改良) 
 

自動 
車道 
 

林道 

 

いなべ市 

 

足谷 

 

1 箇所 

 

0.1 

 

80 

 

○ 

 

 

 

 

 
〃 軽車

道 
〃 

 

〃 梶ヶ谷 1 箇所 0.1 251 ○   

〃 自動 
車道 
 

〃 〃 小穴谷 1 箇所 0.1 122 ○   

〃 〃 〃 〃 桃花魚谷 1 箇所 0.1 101 ○   

      小計 4 路線 4 箇所 0.4       

                    

拡張 
(改良) 

自動 
車道 林道 津市 経ヶ峰 5 箇所 1.0 1,069 ○   

〃 〃  〃 笹子 1 箇所 4.0 571 ○   

〃 〃 〃 〃 安子谷 1 箇所 0.1 

 

286 ○   

〃 〃 〃 〃 柚ノ木越 1 箇所 0.1 756 ○   

〃 〃 〃 〃 小俣 2 箇所 0.1 187 ○   

〃 〃 〃 〃 桑俣 1 箇所 0.1 89 ○   

〃 〃 〃 〃 大椋谷 1 箇所 0.1 51 ○   

〃 〃 〃 〃 ナメンダラ 1 箇所 0.1 146 ○   

〃 〃 〃 〃 河内谷 3 箇所 0.1 609 ○   

      小計 9 路線 16 箇所 5.7       

    計   25 路線 68 箇所 9.7       
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                                                      単位  延長：km  面積：ha 

開設／

拡張 
種類 (区分) 

位置 

(市町) 
路線名 

(延長及び 

箇所数) 

(利用 

区域 

面積) 

前半５カ

年の計画

箇所 

対図

番号 
備考 

拡張 
(舗装) 

自動 
車道 林道 鈴鹿市 平の谷 1 箇所 1.1 162     

〃 〃 〃 〃 御幣 1 箇所 2.5 1,135     

      小計 2 路線 2 箇所 3.6       

                    

拡張 
(舗装) 

自動 
車道 林道 亀山市 神大滝 1 箇所 0.3 183     

〃 〃 〃 〃 間谷 1 箇所 2.0 153     

〃 〃 〃 〃 椿谷 1 箇所 0.8 465     

〃 〃 〃 〃 花ノ木原 1 箇所 0.6 134     

〃 〃 〃 〃 神武 1 箇所 2.3 283     

〃 〃 〃 〃 恥亀 1 箇所 0.3 78     

〃 〃 〃 〃 松田 1 箇所 0.5 61 ○ 

 

  

      小計 7 路線 7 箇所 6.8       

                    

拡張 
(舗装) 

自動 
車道 林道 菰野町 焼合谷 1 箇所 0.5 182 ○   

〃 〃 〃 〃 湯森谷 1 箇所 2.8 570 ○   

〃 〃 〃 〃 雲母ヶ峰 1 箇所 3.0 71 ○   

      小計 3 路線 3 箇所 6.3       

                    

拡張 
(舗装) 

自動 
車道 林道 津市 経ヶ峰 2 箇所 10.0 1,069 ○   

〃 〃 〃 〃 ヌクミ 1 箇所 1.2 53     

〃 〃 〃 〃 笹子 1 箇所 4.0 571     

      小計 3 路線 4 箇所 15.2       

                    

    計   15 路線 16 箇所 31.9       
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５ 保安林の整備及び治山事業に関する計画 

 

（１）保安林として管理すべき森林の種類別面積等 

ア 保安林として管理すべき森林の種類別の計画期末面積 

単位 面積：ha 

保安林の種類 面積 

 

備考 前半５カ年の 

計画量 

総数（実面積） 25,855 25,285  

水源涵養のための保安林 11,342 10,937  

災害防備のための保安林 13,927 13,761  

保健，風致の保存等のための 
保安林  5,325  5,325  

注）総数欄は、２以上の目的を達成するために指定される保安林があるため、水源涵養

のための保安林等の内訳の合計に一致しないことがある。 

 

イ 計画期間内において保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所

在及び面積等 

単位 面積：ha 

指定／

解除 
種類 

森林の所在 
面積 

 指定又は解
除を必要と
する理由 

備考 
市町 区域 

前半５カ年
の計画量 

指定 
水源涵養のため
の保安林 

北伊勢森林
計画区一円 

－  736 331 
水源涵養の
ため 

 

指定 
災害防備のため
の保安林 

北伊勢森林
計画区一円 

－  290 124 
災害防備の
ため 

 

指定 
保健，風致の保存
等のための保安林 

北伊勢森林
計画区一円 

－   0   0 
保健，風致
の保存等の
ため 

 

解除 
水源涵養のため
の保安林 

津市 － 0.4 0.4 
指定の理由
の消滅 

 

 

ウ 計画期間内において指定施業要件の整備を相当とする森林の面積 

単位 面積：ha 

種類 

指定施業要件の整備区分 

伐採方法の 

変更面積 

皆伐面積の 

変更面積 

択伐率の 

変更面積 

間伐率の 

変更面積 

植栽の 

変更面積 

水源の涵養 0 4,233 3,117 3,117 1,892 

災害の防備 0 5,594 4,075 4,027 2,873 

保健・風致の保存 0 2,547 2,547 2,547 1,783 

計 0 12,374 9,739 9,691 6,548 
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（２）保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等 

 

該当なし 

 

 

（３）実施すべき治山事業の数量 

単位 地区 

森林の所在  治山事業施行地区数 
主な工種 備考 

市町 区域  前半５カ年の
計画量 

北伊勢森林 
計画区内 

－ 32 18 渓間、山腹  

 

 

６ 要整備森林の所在及び面積並びに要整備森林について実施すべき森林施業の

方法及び時期 

 

該当なし 
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第７ その他必要な事項 

 

１ 保安林その他制限林の施業方法 

単位 面積：ha 

種
類 

森林の所在 
面積 

施業方法 
備考 

市町 区域 伐採方法 その他 

水
源
か
ん
養
保
安
林 

亀山市  1,408  別表 2  

いなべ市  1,841   

菰野町  296   

津市  7,061    

土
砂
流
出
防
備
保
安
林 

四日市市  327  別表 2  

桑名市  493   

鈴鹿市  1,311   

亀山市  2,609    

いなべ市  2,644   

東員町  13   

菰野町  2,615   

津市  3,548   

土
砂
崩
壊
防
備
保
安
林 

四日市市  2  別表 2  

桑名市  3   

鈴鹿市  1   

亀山市  4   

いなべ市  22   

菰野町  2   

朝日町  1   

津市  34   

防
風 

保
安
林 

鈴鹿市  4 別表 2  

津市  2  
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種
類 

森林の所在 
面積 

施業方法 
備考 

市町村 区域 伐採方法 その他 

保
健
保
安
林 

四日市市 
 

252  
別表 2  

亀山市  53   

いなべ市 
 

1,423  
 

菰野町 
 

2,099  
 

津市  1,440   

潮
害
防
備 

保
安
林 

鈴鹿市 

 

2 

別表 2  

風
致
保
安
林 

四日市市  2  別表 2  

桑名市  37   

鈴鹿市  2   

亀山市  7   

いなべ市  4   

東員町  3   

菰野町  1   

朝日町  1   

津市  1   

（出典：治山林道課資料） 
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別表２ 法令により施業について制限を受けている森林の施業方法（制限林の所在） 

単位 面積：ha 

種
類 

施業方法 
備考 

伐採方法 その他 

水
源
か
ん
養
保
安
林 

1.伐採方法 
1-1.主伐 
1）林況が粗悪な森林並びに伐採の方法を制限し

なければ、急傾斜地、保安施設事業の施行地
等の森林で土砂が崩壊し、又は流出する恐れ
があると認められるもの及びその伐採跡地
における成林が困難になる恐れがあると認
められる森林にあっては、択伐（その程度が
特に著しいと認められるものにあっては禁
伐）。 

2）その他の森林にあっては、伐採種を定めない。 
3）主伐することができる立木は市町村森林整備

計画で定める標準伐期齢以上とする。ただ
し、保安林の機能の維持又は強化を図ること
が必要であり、かつ、当該改良のためにする
伐採が当該保安林の指定目的の達成に支障
を及ぼさないと認められるところはこの限
りでない。 

 
1-2.間伐 

間伐をすることができる箇所は樹冠疎密度が
10 分の 8以上の箇所とする。 

 
2.伐採の限度 

2-1.主伐 
1）皆伐により伐採することが出来る立木伐採面

積の限度は、年度ごとに公表する範囲内とす
る。ただし、1 箇所当たりの皆伐面積の限度
は当該保安林の指定施業要件に定められた
面積以下とする。（20ha 以下の範囲内で定め
られている。） 

2）択伐による場合は、当該森林の立木の材積か
ら前回の択伐を終えたときの当該森林の立
木の材積を減じて得た材積を当該伐採年度
の初日における当該森林の立木の材積で除
して算出するものとする。 
その算出された率が 10 分の 3 をこえるとき
は 10 分の 3（伐採跡地につき植栽によらなけ
れば適確な更新が困難と認められる森林に
ついては 10 分の 4）とする。 
ただし、保安林に指定後最初に行う択伐にあ
っては当該保安林の指定施業要件に定めら
れた択伐率とする。 

 
2-2.間伐 

指定施業要件によるものとする。 

1.植栽の方法に係るもの 
満 1 年生以上の苗を、

おおむね、1ha 当たり伐採
跡地につき適確な更新を
図るために必要なものと
して農林水産省令で定め
る植栽本数以上の割合で
均等に分布するように植
栽するものとする。 
 
2.植栽本数 
1）植栽本数は、保安林又
は保安施設地区内の森林
において植栽する樹種ご
とに、下記の算式により
算出された本数とする。
ただし、その算出された
本数が 3,000 本を越える
ときは、3,000 本とする。 
2）択伐による伐採をする
ことができる森林の植栽
本数は、前項の規定によ
り算出された本数に、当
該伐採年度の初日におけ
る当該森林の立木の材積
から当該択伐を終えたと
きの当該森林の立木の材
積を減じて得た材積を当
該伐採年度の初日におけ
る当該森林の立木の材積
を除して得られる率を乗
じて得た本数とする。 
 
（植栽本数の算式） 
 
3,000×（5/V）2/3 
 
 V は、当該森林において
植栽する樹種ごとに、同
一の樹種の単層林が標準
伐期齢に達しているもの
として算出される 1ha 当
たりの当該単層林の立木
の材積を標準伐期齢で除
して得た数値。 
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種
類 

施業方法 
備考 

伐採方法 その他 

土
砂
流
出
防
備
保
安
林 

1.伐採の方法 
1-1.主伐 
1）保安施設事業の施行地の森林で地盤が安定し

ていないもの、その他伐採すれば著しく土砂
が流出する恐れがあると認められる森林に
あっては禁伐。 

2）地盤が比較的安定している森林にあっては伐
採種を定めない。 

3）その他の森林にあっては、択伐。 
4）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 

1-2.間伐 
水源かん養保安林と同じ。 

 
2.伐採の限度 

2-1.主伐 
水源かん養保安林と同じ。ただし、1 箇所当

たりの皆伐面積の限度は、当該保安林の指定施
業要件に定められた面積以下とする（10ha 以下
の範囲内で定められている）。 

 
2-2.間伐 
 水源かん養保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 

 

土
砂
崩
壊
防
備
保
安
林 

1.伐採の方法 
1-1.主伐 
1）保安施設事業の施行地の森林で地盤が安定し

ていないもの、その他伐採すれば著しく土砂
が流出する恐れがあると認められる森林に
あっては禁伐。 

2）その他の森林にあっては、択伐。 
3）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 

1-2.間伐 
原則として行わない。ただし、択伐林型を達

成するため必要と認められる場合は樹冠粗密度
が10分の8以上の箇所について行うことができ
る。 

 
2.伐採の限度 

2-1.主伐 
水源かん養保安林の択伐による場合と同じ。 

 
2-2.間伐 

水源かん養保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 
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種
類 

施業方法 
備考 

伐採方法 その他 

防
風
保
安
林 

1.伐採の方法 
1-1.主伐 
1）林帯の幅が狭小な森林（その幅がおおむね 20

ｍ未満のものをいうものとする。）その他林況
が粗悪な森林及び伐採すればその伐採跡地に
おける成林が困難になる恐れがあると認めら
れる森林にあっては、択伐（その程度が特に
著しいと認められるもの（林帯については、
その幅がおおむね 10ｍ未満のものをいうも
のとする。）にあっては、禁伐）。 

2）その他の森林にあっては、伐採種を定めない。 
3）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 
1-2.間伐 

水源かん養保安林と同じ。 
 
2.伐採の限度 
土砂流出防備保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 

 

保
健
保
安
林 

1.伐採の方法 
 1-1.主伐 

1）伐採すればその伐採跡地における成林が著し
く困難になると認められる森林にあっては、
禁伐 

2）地域の景観の維持を主たる目的とする森林の
うち、主要な利用施設又は眺望点からの視界
外にあるものにあっては、伐採種を定めない。 

3）その他の森林にあっては、択伐。 
4）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 1-2.間伐 

 水源かん養保安林と同じ。 
 
2.伐採の限度 
 土砂流出防備保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 

 

潮
害
防
備
保
安
林 

1.伐採の方法 
 1-1.主伐 

1）林況が粗悪な森林及び伐採すればその伐採跡
地における成林が著しく困難になるおそれが
あると認められる森林にあっては禁伐。 

2）その他の森林にあっては、択伐。 
3）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 
 1-2.間伐 

 土砂崩壊防備保安林と同じ。 
 
2.伐採の限度 
 土砂流出防備保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 
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種
類 

施業方法 
備考 

伐採方法 その他 

干
害
防
備
保
安
林 

1.伐採の方法 
 1-1.主伐 

1）水源かん養保安林と同じ。 
2）その他の森林にあっては、伐採種を定めない。 
3）主伐をすることができる立木の伐期齢等は水

源かん養保安林と同じ。 
 
 1-2.間伐 

水源かん養保安林と同じ。 
 
2.伐採の限度 
 土砂流出防備保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 

 

風
致
保
安
林 

1.伐採の方法 
 1-1.主伐 

1）風致の保存のため特に必要があると認められ
る森林にあっては、禁伐。 

2）その他の森林にあっては、択伐。 
3）主伐をすることができる立木の伐期齢等は

水源かん養保安林と同じ。 
 

 1-2.間伐 
 土砂崩壊防備保安林と同じ。 

 
2.伐採の限度 
 土砂崩壊防備保安林と同じ。 

水源かん養保安林と同
じ。 

 

 

 

２ その他必要な事項 

 

該当なし 

 


